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膝関節硬性固定装具が歩行時の隣接関節角度と荷重量へ及ぼす影響

有田 翔

はじめに 

骨折や靭帯損傷など膝関節の外傷直後およ

び術後においては，疼痛軽減，組織保護，治癒

促進を促す目的でギプスや硬性装具による制動

性が高い外固定を行うのが一般的である 1-3)．病

態によっては膝関節を固定した状態での荷重を

行うことがあり 2)，特に膝前十字靭帯再建術直後

には移植腱と骨孔を保護しながら筋力低下を予

防するため，膝固定装具での荷重歩行訓練が推

奨されている 4)．また，脳血管障害，重度変形性

膝関節症，膝関節固定術後など膝関節の可動

性が制限された状態で歩行する患者も少なくな

い．このような症例に歩行訓練を行う場合，健常

者の正常歩行パターンを再現することは困難で

あり，膝関節が固定された状態での歩行パター

ンを基本（目標）として介入する必要がある．

これまで脳卒中患者や変形性膝関節症患者

を想定し，膝関節可動性を装具などで制動した

状態で歩行を分析した文献は散見される 5, 6)が，

硬性固定装具が歩行時の隣接関節に及ぼす影

響について検討した先行研究は極めて少ない．

そこで本研究では，膝関節硬性固定装具が歩

行時の股関節および足関節角度に及ぼす影響

を三次元動作解析にて客観的に検証することを

目的とした．

対象と方法

対象は四肢の運動器疾患や神経疾患の既往

がない健常成人ボランティア 17 名（男性 11 名，

女性 6 名）（平均年齢 23.0±2.9 歳）である．除外

基準は，研究期間中に四肢体幹の神経疾患もし

くは運動器疾患を有する者，研究期間中に運動

を制限すべき疾患を有する者，下肢関節に可動

域制限や疼痛を有する者，研究への参加を拒否

した者とした．対象者の基本情報（年齢，身長，

体重，既往歴，スポーツ歴，喫煙歴など）は事前

に自記式アンケートにて収集した． 本研究はヘ

ルシンキ宣言および人を対象とする医学系研究

に関する倫理指針に基づき，対象者に本研究の

内容と目的を文書及び口頭にて説明し，研究参

加への同意を得た．

1. 三次元動作解析

歩行解析ソフトウェアである Plug in Gait model
（Plug-in-gait，Vicon⑪Peak 社）を参考に，両側

の上前腸骨棘，大転子，膝関節外側裂隙，足関

節外果，第 5 中足骨頭の合計 10 箇所に直径

14mm の赤外線反射マーカを貼付した．歩行中

のマーカ座標を，赤外線カメラ 10 台を用いた三

次元動作解析装置（ローカス 3D MA-3000，アニ

マ社製）を用いて，サンプリング周波数 120Hz で

要旨 

【目的】膝関節硬性固定装具が歩行時の隣接関節角度と荷重量に及ぼす影響を検証した．【対象と

方法】健常若年成人 17 名（男性 11 名，女性 6 名）（平均年齢 23.0±2.9 歳）の右膝に硬性関節固定

装具を装着し，股関節の内転-外転角度，足関節の背屈-底屈角度，荷重量を計測した．【結果】装

具歩行群では，歩行周期を通して股関節外転角度が有意に拡大した．また，足関節は全体として装

具歩行で背屈角度が増加し，底屈角度が減少していた．歩行周期別では，特に遊脚期初期～中期

での背屈角度拡大，立脚期前期と終期での底屈角度減少が顕著であった．荷重量は両下肢および

装具の有無で有意な差はなかった．【結論】膝関節を固定すると，歩行時のトゥクリアランスを確保す

るため股関節外転角度，足関節背屈角度を挙げる代償動作が出現すると考えられる．
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計測した．床反力データは 4 点支持型設置式フ

ォースプレート（MD-1000，アニマ社製）を用いて

サンプリング周波数 500Hz で計測し，マーカ座

標データと同期させた．

2. 運動課題，使用装具

運動課題は 3.5m の直線歩行路における歩行

補助具を使用しない歩行とし，上肢の肢位は規

定しなかった．第 2 歩目以降で左右個別に床反

力計に接地した試行を成功とし，最低でも成功

回数が 3 回となるまで測定した．装具歩行では，

右下肢に膝硬性固定装具（knee splint 屈曲型, 
日本シグマックス社製）（図 1）をしっかりと装着し，

歩行速度は快適速度，裸足とした．股関節，足

関節の角度は，装具なしの静止立位の状態を 0°
と定義し，股関節は外転（プラス表示），内転（マ

イナス表示）角度，足関節は背屈（プラス表示），

底屈（マイナス表示）角度のピーク値の平均値を

算出した．左右下肢の荷重量は床反力の垂直

成分を抽出し，体重で正規化した後の平均値を

算出した．2 歩行周期（4 歩）分のデータを解析し，

さらに足関節角度については各歩行周期を遊脚

期（前・中・終期）と立脚期（前・中・終期）の 6 分

割して検討した．

3. 統計学的検討

統計学的解析には Statcel3®を使用した．装具

なしの通常歩行と装具歩行間での関節可動域と

床反力および両下肢の荷重量は，対応のある t
検定もしくは Mann-Whitney-U 検定による 2 群間

比較を行い，有意水準はいずれも 5％未満とした．

尚，本研究は長崎大学大学院医歯薬学総合研

究科倫理委員会の承認を得て実施した（許可番

号：20080603）． 

結果

1. 股関節角度

全歩行周期における股関節内転-外転角度の

平均値は，通常歩行で内転 2.3°であったのに対

し，装具歩行では外転 1.4°であり，装具装着によ

って有意に外転角度が大きいという結果であっ

た（図 2）． 

2. 足関節角度

歩行周期全体を通した足関節角度の平均値

は，背屈（通常歩行；8.1°，装具歩行; 10.6°），底
屈（通常歩行；17.6°，装具歩行 12.1°）であり，い

ずれも統計学有意差を認めた（図 3 A, B）．これ

を歩行周期別に分けた結果を表 1 に示す．遊脚

期では前期と中期において装具歩行の足関節

背屈角度が有意に拡大し，前期から終期を通じ

て底屈角度は減少していた．
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図 1 膝関節硬性固定装具 
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立脚期において，背屈角度は通常歩行も装

具歩行も中期，終期が前期よりも増加する傾向

を示したものの，両群間に有意な差は認められ

なかった．一方，底屈角度は前期と終期におい

て装具装着した群が減少していた． 
    

通常歩行 装具歩行 P値 

遊
脚
期 

背
屈 

初期 0.5 (4.2) 9.4 (5.6) <0.01 

中期 3.6 (3.4) 10.9 (6.0) <0.01 

終期 1.8 (4.9) 5.0 (7.0) 0.05 

底
屈 

初期 -13.4 (6.7) -9.3 (7.2) 0.08 

中期 -1.0 (3.8) 4.3 (7.3) <0.01 

終期 -4.9 (5.4) -0.7 (6.5) 0.03 

立
脚
期 

背
屈 

初期 4.4 (5.8) 7.6 (8.3) 0.19 

中期 12.7 (3.8) 14.2 (6.6) 0.39 

終期 12.5 (3.8) 13.8 (6.8) 0.43 

底
屈 

初期 -6.5 (6.0) -3.8 (6.2) 0.04 

中期 2.4 (7.2) 4.7 (7.9) 0.23 

終期 -16.2 (4.1) -9.7 (6.1) 0.04 

 
 
 
3. 下肢荷重量 
左右下肢の荷重量は，通常歩行と装具歩行

において左右差は認めなかった．また，右下肢

荷重量についても，装具の有無で有意な差は認

めなかった（図 4）．  
 

考察 
 
本研究では，膝関節が固定された模擬障害に

よって生じる隣接関節角度への影響を分析した．

その結果，硬性膝固定装具の装着により歩行時

の股関節の外転角度と足関節の背屈角度が増

加し，足関節底屈角度が減少していた．一般的

に，膝関節に固定性が高い装具やギプスを装着

すると，棒状下肢となるため分回し歩行となる．

分回し歩行ではクリアランスを確保するため遊脚

期に股関節を外転させる 7, 8)．本研究では歩行

周期別の股関節角度の解析には至っていない

が，これが股関節外転角度増加の主な要因であ

ると考えられる． 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
過去に膝関節固定装具による歩行中の足関

節角度を検討した先行研究は渉猟し得ない．正

常歩行の立脚期では 3 つの rocker function が
重要な役割を果たしているとされている．膝を伸

展させて踵接地した後の heel rocker function は
踵を中心とした足部の回転により下腿を前方へ

前進させており衝撃を吸収する準備をしている．

荷重応答期においては，足関節底屈運動に伴う

足関節背屈筋群の遠心性収縮により急激な荷

重に伴う衝撃を吸収する 7, 8)．本研究で使用した

膝固定装具は屈曲型であるため，踵接地よりも

足底接地に近い形となり，接地時の heel rocker 
function が働かず，立脚期初期の足関節底屈角

度が制限されたと考えられる．一方，正常歩行の

立脚中期（荷重応答期）では，足関節を中心とし

下肢全体を回転（ankle rocker function）させて足

関節底屈筋群の遠心性収縮により立脚下肢を安

定させる．その後，立脚終期には前足部を中心

に踵を挙上し（forefoot rocker function），足関節

底屈筋群の求心性収縮により身体重心の落下

量を減少させると同時に蹴り出し(Push Off)により

前進を促進させるという 2 つの重要な効果があ

る 7, 8)．しかし，装具によって正常な膝屈曲が制

限された状態では，適切な踵挙上による蹴りだし

が阻害されるため，立脚終期の足関節底屈角度

図 2 関節可動域 
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図 4 荷重量 
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が減少したと推察される（図 5）． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
遊脚期では，装具歩行の前期，中期の背屈角

度が増加し，中期～終期の底屈角度が減少して

いた．正常歩行では遊脚期に膝関節を屈曲させ

てトゥクリアランスと確保しつつ下肢を振り出す 7, 8)．

しかし，膝固定装具を装着した状態ではこの正

常な膝関節屈曲が阻害されるため，トゥクリアラン

スを捻出するべく隣接する股関節を外転させると

同時に足関節を背屈位に維持したと考えられる．

従って，膝固定装具を使用する患者や膝関節可

動域障害のある患者に歩行訓練を実施する場

合，股関節や足関節での代償動作が起こること

を念頭においた介入が重要である．本研究で得

られた知見は，膝関節外傷治療や可動域制限を

伴う高齢者リハビリテーション医療にも応用できる

と考える． 
本研究の限界として対象者が少なく，健常若

年者に限定されていることが挙げられる．山添ら
9)は膝関節固定によって体幹の傾斜や上肢によ

るバランス補正が行われると報告しているが，本

研究では体幹と上肢の動きについては解析でき

ていない．また，膝装具を装着する歩行訓練で

は松葉杖などの歩行補助具を使用して荷重制

限を設定されることが多い．しかし，本研究では

床反力計の計測を同時に行ったため，補助具の

影響については考慮できていない．今後は，対

象者の幅を広げ，より実臨床に近い条件で解析

していく必要がある． 
 

まとめ 
 
健常若年成人 17名の膝関節固定装具の有無に

よる隣接関節角度への影響を 3次元動作解析装

置で検討した．装具を装着した歩行では股関節

外転角度が増加し，遊脚期前期～中期の足関

節背屈角度増加，遊脚期中期～終期および立

脚期前期と終期の足関節底屈角度減少を認め

た．膝関節の可動域が制限されることにより，歩

行中のトゥクリアランスを確保する代償動作を反

映した影響が示唆された． 
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筋萎縮，筋性拘縮，筋痛に対する

ベルト電極式骨格筋電気刺激法の効果

－低強度の筋収縮運動の影響－

石木 雄大・孝橋 怜奈

はじめに 

骨格筋が不動に曝されるとアポトーシスに由

来した筋核の減少が生じ，この筋核に制御され

ていた細胞質領域の処理のためにマクロファー

ジが集積し，結果，細胞質領域が縮小し，筋萎

縮が生じるといわれている 1)．また，集積したマク

ロファージからは炎症性サイトカインである

interleukin-1β（以下，IL-1β）が発現し，これを契

機に線維芽細胞が活性化すると transforming
growth factor-β1（以下，TGF-β1）の発現も相まっ

てコラーゲンの増生，すなわち線維化が発生し，

筋性拘縮に発展するといわれている 2,3)．加えて，

不動に曝された骨格筋では，痛みの内因性メデ

ィエータである神経成長因子（ nerve growth
factor，以下，NGF）が発現するとされており 4,5)，

その産生細胞の一つがマクロファージである．つ

まり，筋萎縮，筋性拘縮，筋痛といった不動に伴

う骨格筋の可塑的変化の発生メカニズムに関わ

る重要事象は筋核のアポトーシスを発端としたマ

クロファージの集積と考えられている 6)．

したがって，筋核のアポトーシスを発端とした

マクロファージの集積を抑止できれば，筋萎縮，

筋性拘縮，筋痛といった骨格筋の可塑的変化を

同時かつ効率的に予防できるのではないかと考

えられ，積極的な筋収縮運動の負荷が重要と思

われる．そして，その介入戦略の一つとして，骨

格筋電気刺激療法（electrical muscle stimulation，
以下，EMS）があり，特に最近開発されたベルト

電極式骨格筋電気刺激法（belt electrode skeletal
muscle electrical stimulation，以下，B-SES）は下

肢全体の骨格筋を同時に刺激できることから効

果的ではないかと思われる 7)．

所属研究室の先行研究 8)では，不動によって

惹起される筋萎縮，筋性拘縮，筋痛に対する B-
SES の効果が検討されている．具体的には，8 週

齢の Wistar系雄性ラット 32匹を無処置の対照群

と両側足関節を最大底屈位の状態で 2 週間不

動化する不動群，不動の過程で 1:3 の刺激サイ

クルで 1 日 20 分間，B-SES を実施する LF 群，

同様に 1:1 の刺激サイクルで 1 日 15 分間，B-
SESを実施するHF群に振り分け，実験が行われ

ている．なお，LF 群，HF 群ともに刺激周波数は

下腿骨格筋に強縮を誘発する目的で 50Hzとし，

本研究の目的は，ベルト電極式骨格筋電気刺激法（B-SES）による低強度の筋収縮運動が不動に

よって惹起されるラット腓腹筋の筋萎縮，筋性拘縮，筋痛に対して効果があるのかを検討することで

ある．7 週齢の Wistar 系雄性ラット 26 匹を無処置の対照群，両側足関節を最大底屈位で 2 週間不

動化する不動群，不動の過程で 1 日 15 分間，低強度の B-SES 介入を行う B-SES①群，同様に 1
日 30 分間，低強度の B-SES 介入を行う B-SES②群に振り分けた．なお，B-SES の刺激強度は足関

節最大底屈筋力の 20～30%を発揮する 2.5mA とした．結果，低強度の B-SES 介入では筋萎縮，筋

性拘縮，筋痛の発生を予防することは困難であったが，筋痛に限ってはその進行を抑制する効果が

認められた．つまり，不動によって惹起される筋痛をできる限り軽度に抑えておくことで，その後の運

動療法が積極的に実践できると思われ，低強度の B-SES 介入は意義あるものと考える． 
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刺激強度は筋力増強効果が期待される足関節

底屈の最大筋力（maximal voluntary contraction，
以下，MVC）の 60%（以下，60%MVC）が発揮さ

れる 4.7mA に設定されている．つまり，LF 群と

HF 群では 1 回あたりの介入の際の筋収縮頻度

に違いがあり，具体的にはLF群は1回あたり150
回，HF群は 225回の筋収縮頻度となる．そして，

結果をみると，筋萎縮と筋性拘縮の進行抑制効

果は HF 群のみに認められ，筋痛の進行抑制効

果はLF群，HF群ともに認められている．つまり，

不動によって惹起される筋萎縮，筋性拘縮，筋

痛に対して B-SES を用いた介入は効果的であり，

特に筋収縮頻度が高くなる刺激条件が有効であ

ることが示唆されている． 
一方，上記の先行研究 8)における刺激強度は

筋力増強効果が期待される 60%MVC を目安に

設定されており，負荷量としては高強度な条件と

いえる．しかし，実際の臨床現場において不動が

強いられるのは，ギプス固定などが必要な骨折

後や安静臥床が必要な重篤疾患の急性期であ

り，このような場合，不動後早期から高強度の筋

収縮運動を実践することは困難である．そのため，

低強度の刺激強度による B-SES の効果を明らか

にしなければ，臨床応用は難しいと思われる． 
そこで，本研究では不動によって惹起される

筋萎縮，筋性拘縮，筋痛に対する低強度の B-
SES 介入の効果を検証することを目的とする． 
 
予備実験 
 
今回の研究では，重篤疾患の急性期でも適用

できるような低強度の筋収縮運動を想定しており，

具体的には 20～30%MVC が発揮される刺激強

度を考えている．しかし，所属研究室の先行研究
8)では 20～30%MVC が発揮される刺激強度は

明らかになっておらず，あわせてこの条件で刺激

した場合，どの程度の実施時間で筋疲労による

筋出力低下が見られるのか明らかになっていな

い．そこで，これらの点を検討するため以下の 2
つの予備実験を行った． 
 
1．予備実験① 
まず，20～30%MVC が発揮される刺激強度を

明らかにするための予備実験を行った．実験動

物には 8 週齢の Wistar 系雄性ラット 3 匹を用い

た．各ラットは 3 種混合麻酔薬の腹腔内投与によ

って麻酔し，両側の大腿近位部と下腿遠位部に

B-SES 電極を巻いた．B-SES の刺激条件は，刺

激周波数を 50Hz，刺激サイクルを 2 秒通電，2
秒休止の 1：1 サイクルとし，電気刺激装置の出

力強度（最大 100%）を 5%ずつ漸増させながら通

電し，その際の両側足関節の底屈筋力をプッシ

ュプルゲージ（アイコーエンジニアリング社製）を

用いて測定した．なお，各肢に対するそれぞれ

の出力強度での筋収縮回数は 3 回とし，その際

の最大底屈筋力をデータとして採用した． 
結果，100%MVC の足関節底屈筋力は 4.88N

であり，これに基づき 30%MVC を算出すると

1.46N，20%MVC を算出すると 0.98N となる（図

1）．そして，電気刺激装置の出力強度を 20％
（通電電力；2.5mA）とした場合，1.18N の底屈筋

力が発揮され，これは約 24.2%MVC にあたり，

今回予定している 20～30%MVC の範囲内にあ

る．なお，出力強度を 20％未満にすると十分な

筋収縮は得られず，底屈筋力の測定も困難であ

り，出力強度を 25％（通電電力；3.6mA）とした場

合，2.29N の底屈筋力が発揮され，これは約

46.9%MVC となり，20～30%MVC の範囲外とな

る．よって，今回の実験における刺激強度は電

気刺激装置の出力強度で 20％，通電電力として

は 2.5mA に決定した． 
 

 
2．予備実験② 
予備実験①の結果を踏まえ，2.5mA の刺激強

度で通電した場合，どの程度の実施時間で筋疲

労による筋出力低下がみられるのかを確かめる

図 1 刺激強度の漸増に伴う足関節底屈 
筋力の推移 
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ための予備実験を行った． 
実験動物は予備実験①と同様で，麻酔したラ

ットの大腿近位部と下腿遠位部に B-SES 電極を

巻いた．B-SES の刺激条件は，刺激周波数を

50Hz，刺激強度を 2.5mA，刺激サイクルを 2 秒

通電，2 秒休止の 1：1 サイクルとし，持続通電を

行い，1 分毎に両側足関節の底屈筋力をプッシ

ュプルゲージを用いて測定した．なお，上記の条

件で通電すると 1 分間あたり 15 回分の足関節底

屈筋力のデータが得られるが，採用するデータ

はその中の最大値とした． 
結果，足関節底屈筋力は通電を開始して 30

分まではほぼ一定であったが，その後は筋疲労

による筋出力低下を認め，38 分を過ぎると

20%MVC に相当する 0.98N を下回った（図 2）．
つまり，20～30%MVC を発揮する 2.5mA の刺激

強度で通電を行う場合，30 分以内の刺激時間で

あれば筋疲労の影響は受けないと判断した． 

 
材料と方法 
 
1．実験プロトコル 
1）実験動物 

7 週齢の Wistar 系雄性ラット 26 匹を実験に使

用した．そして，これらのラットは無処置の対照群，

両側足関節を 2 週間不動化する不動群，不動の

過程で B-SES による介入を行う B-SES 群に振り

分け，B-SES 群については刺激条件の違いによ

ってさらに 2 群に振り分けた（以下，B-SES①群，

B-SES②群という）． 
なお，動物実験施設にラットが搬入された後は，

実験者の操作にラットを慣れさせ，後に行う筋痛

評価が円滑に実施できるようハンドリングを行っ

た． 
 
2）足関節の不動方法 
 3 種混合麻酔薬の腹腔内投与によって麻酔を

行い，両側足関節を最大底屈位の状態でギプス

包帯を用いて 2 週間不動化した．なお，その際，

足指は浮腫の発生を確認するために露出させ，

不動期間中は浮腫の発生やギプスの緩みを防

ぐ目的で 2～3 日ごとにギプスの巻替えを行った． 
 
3）B-SES の刺激条件 
①刺激周波数 
 刺激周波数はラットの下腿骨格筋に強縮を誘

発する目的で，B-SES①群，B-SES②群とも

50Hz とした． 
②刺激強度 
 今回の実験では予備実験①の結果を踏まえ，

約 24.2%MVC の足関節底屈筋力を発揮する

2.5mA を刺激強度とした． 
③刺激サイクル 
 刺激サイクルは，2秒通電，2秒休止を繰り返す

1：1 とした． 
④刺激時間 
 上記の刺激サイクルは所属研究室の先行研究
8)で設定されている HF 群と同様である．つまり，

HF 群の刺激条件の中の刺激強度のみを変更し

た条件を設定するため今回のB-SES①群の刺激

時間は 15 分間とした．加えて，予備実験②の結

果から 2.5mA の刺激強度で通電を行う場合，30
分以内の刺激時間であれば筋疲労の影響は受

けないことが明らかとなった．そこで，今回の B-
SES②群の刺激時間はB-SES①群のそれの 2倍
になる 30 分間とした． 
 
2．検索方法 
1）足関節背屈可動域の評価 
 不動開始前（以下，base line ; BL）ならびに不

動 1，2 週間が終了した後は，3 種混合麻酔薬の

腹腔内投与によってラットを麻酔し，所属研究室

の先行研究に基づき以下の方法で足関節背屈

可動域を測定した 2)．具体的には麻酔したラット

を側臥位とし，股・膝関節を他動的に最大屈曲さ

せ，足底部に丸型テンションゲージ （大場製作

所製）の先端部をあてた．そして，0.3N の張力で

図 2 通電時間の延長に伴う足関節底屈筋力

の推移 
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足関節を他動的に背屈させた際の背屈角度を

測定し，これを足関節背屈可動域として採用した．

測定に際しては，基本軸を膝関節裂隙中央と腓

骨外果を結んだ線，移動軸を腓骨外果と第 5 中

足骨を結んだ線とし，これらの 2 つの軸がなす外

角を 5°単位で読み取った．なお，以上の測定

は 3 回行い，その最大値をデータとして採用した
2)． 
 
2）筋痛の評価 
筋痛に関しては，不動開始前（以下，base line; 

BL）と不動 1，2 週後に圧刺激鎮痛効果測定装

置 （Randoll-Selitto，Ugo Basile 社製）を用いて

腓腹筋外側頭の筋圧痛閾値を測定し，評価した． 
 具体的には，ラットの上半身を布で拘束し，静

寂な環境下を保った状態で，先端直径が 8mm
のプローブで皮膚上から腓腹筋外側頭を 48g/秒
の条件で漸増加圧し，後肢の逃避反応が出現

する圧力値を測定した．この測定は 5 回実施し，

最大値と最小値を除外した 3 回の測定値の平均

値を筋圧痛覚閾値のデータとして採用した 4,5)． 
 
3．検索試料の採取方法 

2 週間の不動期間終了後は，3 種混合麻酔薬

の腹腔内投与によって各群のラットを麻酔した．

そして，体重を測定後，両側から腓腹筋外側頭

を採取した．採取した腓腹筋外側頭は電子天秤

にて筋湿重量を測定し，筋湿重量を体重で除し

た相対重量比を算出した．なお，腓腹筋外側頭

はその後，後述する組織学的・生化学的検索に

供した． 
 
4．組織学的検索 
1）筋線維横断面積の計測 
 筋試料は筋腹中央部で 2 分割し，トラガントゴ

ムに包埋後，液体窒素で冷却したイソペンタン液

内で急速凍結した．そして，クリオスタットを用い

て 7μm 厚の連続横断切片を作製し，ヘマトキシ

リン・エオジン（以下，H&E）染色ならびに酸性前

処置（pH 4.3）によるミオシンATPase染色を施し，

筋線維をタイプⅠ・Ⅱa・Ⅱb 線維に分別した．な

お，腓腹筋外側頭の深層部はタイプⅠ・Ⅱa・Ⅱb
線維が混在して構成されているのに対し，浅層

部はタイプⅡb 線維のみから構成されている．そ

こで，ミオシン ATPase 染色像は深層部と浅層部

に分け，各々顕微鏡用デジタルカメラ（Nikon 
DS-Ril）で撮影し，パーソナルコンピューターに

取り込み，深層部と浅層部における各筋線維タ

イプの筋線維横断面積を 1 筋につき各々100 本

以上計測した． 
 
5．生化学的検索 
1）ヒドロキシプロリン含有量の計測 
線維化の指標となるコラーゲン含有量に関し

ては，コラーゲン特有の構成アミノ酸であるヒドロ

キシプロリンを定量することによって行った．まず，

試料作製として採取した腓腹筋外側頭の一部を

細切し，24 時間の凍結乾燥処理を行い，乾燥重

量を測定した．次に，この試料に 6N-HCI を 1ml
加え，110℃で 15 時間の加水分解処理を行い，

HCI を除去した後，蒸留水 1ml を加え，試料を

溶解した．そして，0.64µm のフィルターで試料を

濾過し，濾過後に回収した試料をヒドロキシプロ

リン定量用の試料とした． 
試料 5µl を 2 時間 100℃で加熱処理した後，

4N-NaOH を 50µl 加え，攪拌し，90℃で 2 時間，

再度加熱処理を行った．次に，Chlolamine-T 溶

液を 500µl 加え，室温で 25 分間処理した後，

Ehrlich溶液を 500ml加え，攪拌し，80℃で 20分
間加熱処理し，試料を発色させた．そして，波長

540nm で試料の吸光度を測定し，ヒドロキシプロ

リン濃度に基づく標準曲線を基に試料内のヒドロ

キシプロリン含有量を定量した．なお，定量したヒ

ドロキシプロリン含有量は乾燥重量で除し，単位

乾燥重量あたりの含有量で表した． 
 
2）NGF 含有量の計測 
先行研究によれば，不動性筋痛の発生メカニ

ズムの一つに骨格筋内における NGF の発現増

加が関与しているとされている 4,5)．そこで，本研

究でもNGF含有量の計測を行った．具体的には，

筋試料の一部を細切りし，ジルコニアビーズと

Lysis Buffer（50mM pH 8.0 Tris-HCI，150mM 
NaCl，5mM EDTA，0.5% NP-40，5M Urea）を加

え，ビーズ式細胞粉砕装置Micro Smash（TOMY，

MS-100R）を用いてホモジュネートした．ホモジュ

ネート後は，4℃，12,000rpm の条件で遠心分離

を行い，その上清液を回収した．そして，上清液
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内の NGF 含有量を Rat NGF/NGF βELISA kit 
（Bosterbio，EK0471 ）を用いて測定し，BCA 
Protein Assay Kit（Thermo，23227）を用いて測定

した総タンパク量で除し（単位; pg/mg），データと

して採用した． 
 
6．統計処理 
統計処理には，一元配置分散分析と Scheffe

法による事後検定を適用し，危険率 5％未満をも

って有意差を判定した． 
 
結果 
 
1．筋萎縮の評価結果 
1）筋湿重量ならびに相対重量比 
各群の筋湿重量を比較すると，対照群より不

動群，B-SES①群，B-SES②群はいずれも有意

に低値を示し，これら 3群間に有意差は認められ

なかった（図 3a）． 
相対重量比に関しては，対照群より不動群，

B-SES①群は有意に低値を示し，これら2群間に

は有意差は認められなかった．一方，B-SES②
群は対照群と有意差は認められず，不動群，B-
SES①群とも有意差は認められなかった．（図

3b）． 
 
2）筋線維横断面積 
腓腹筋外側頭の ATPase 染色像をみると，浅

層部のタイプⅡb 線維，深層部のタイプⅠ・Ⅱa・
Ⅱb 線維のすべてにおいて不動群，B-SES①群，

B-SES②群は対照群より縮小していた（図 4）．実

際，浅層部のタイプⅡb 線維の筋線維横断面積

を比較すると，対照群より不動群，B-SES①群，

B-SES②群は有意に低値を示し，この 3 群間に

は有意差は認められなかった．また，深層部のタ

イプⅠ・Ⅱa・Ⅱb 線維に関してもすべて対照群よ

り不動群，B-SES①群，B-SES②群は有意に低

値を示し，この 3 群間には有意差は認められな

かった（図 5）． 
 
2．筋性拘縮の評価結果 
1）足関節背屈可動域 
各群の足関節背屈可動域を比較すると，不動

1週後，2週後ともに不動群，B-SES①群，B-SES
②群は対照群より有意に低値を示し，この 3群間

には有意差は認められなかった（図 6）． 
 
2）ヒドロキシプロリン含有量 
各群のヒドロキシプロリン含有量を比較すると，

対照群より不動群，B-SES①群，B-SES②群は有

意に高値を示し，この 3 群間に有意差は認めら

れなかった（図 7）． 
 
3．筋痛の評価結果 
1）筋圧痛閾値 
各群の筋圧痛閾値を比較すると，不動 1 週後

は対照群より不動群，B-SES①群，B-SES②群は

有意に低値を示し，この 3 群間には有意差は認

められなかった．一方，不動 2 週後は対照群より

不動群，B-SES①群，B-SES②群は有意に低値

を示し，この 3 群間を比較すると B-SES①群と B-

図 3 筋湿重量ならびに相対重量比の比較 

a) 筋湿重量 b) 相対重量比 

＊：対照群との有意差 ＊：対照群との有意差 
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SES②群は不動群より有意に高値を示した．また，

B-SES①群と B-SES②群には有意差は認められ

なかった（図 8）． 
 
2）NGF 含有量 
各群の NGF 含有量を比較すると，対照群より不

動群，B-SES①群，B-SES②群は有意に高値を

示し，この 3 群間を比較すると B-SES①群と B-
SES②群は不動群より有意に低値を示した．また，

B-SES①群と B-SES②群には有意差は認められ

なかった（図 9）．

図 4 腓腹筋外側頭の ATPase 染色像 
上段の写真が浅層部，下段の写真が深層部で，左から対照群，不動群，B-SES①群，B-SES②群を示している． 

 

図 5 筋線維横断面積の比較 

浅層 深層 ＊：対照群との有意差 

図 6 足関節背屈可動域の比較 図 7 ヒドロキシプロリン含有量の比較 

＊：対照群との有意差 

＊：対照群との有意差 
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考察 
 
今回の結果から，筋萎縮の指標である筋湿重

量や相対重量比ならびに浅層部，深層部のす

べての筋線維タイプの筋線維横断面積は不動

群，B-SES①群，B-SES②群の 3 群間に有意差

は認められなかった．つまり，低強度の B-SES 介

入はいずれの刺激時間でも部位や筋線維タイプ

の違いに関係なく，筋萎縮の発生を予防すること

は困難であるといえる．加えて，筋性拘縮の指標

である足関節背屈可動域は不動 1，2 週後とも不

動群，B-SES①群，B-SES②群の 3 群間に有意

差は認められなかった．また，ヒドロキシプロリン

含有量に関してもこれら 3 群間に有意差は認め

られなかった．つまり，筋萎縮と同様，低強度の

B-SES 介入はいずれの刺激時間でも筋性拘縮

の発生を予防することは困難であるといえる．一

方，筋痛の指標である筋圧痛閾値に関しては不

動 1週後は不動群，B-SES①群，B-SES②群の 3
群間に有意差は認められなかったが，不動 2 週

後は不動群に比べ B-SES①群，B-SES②群は有

意に高値を示し，この 2 群間には有意差は認め

られなかった．また，NGF 含有量に関しても B-
SES①群，B-SES②群は不動群より有意に低値

を示し，この 2 群間に有意差は認められなかった．

つまり，低強度の B-SES 介入はいずれの刺激時

間でも筋痛の発生そのものを予防することは困

難であるが，その進行を抑制する効果があるとい

える． 

沖田らは筋萎縮，筋性拘縮，筋痛といった不

動に伴う骨格筋の可塑的変化の発生メカニズム

には，筋核のアポトーシスを発端としたマクロファ

ージの集積といった共通の事象が関与すると報

告している 6)．つまり，筋核のアポトーシスの抑止

効果が期待される筋収縮運動は，これら骨格筋

の可塑的変化を同時かつ効率的に予防できるの

ではないかと考えられる．事実，所属研究室の先

行研究によれば，60%MVC が発揮される高強度

の刺激強度を設け，B-SES を活用した筋収縮運

動の効果について検討している．この結果によ

れば 1:1 の刺激サイクルで 1 日 15 分間，すなわ

ち 1 回あたり 225 回の筋収縮頻度となる条件で

あれば，筋萎縮，筋性拘縮，筋痛のすべてを同

時かつ効率的に予防できることが明らかになって

いる 8)．しかし，実際の臨床現場において不動が

強いられるのは，ギプス固定などが必要な骨折

後や安静臥床が必要な重篤疾患の急性期であ

り，このような場合，不動後早期から高強度の筋

収縮運動を実践することは困難である．つまり，

この課題解決のためには低強度の刺激強度によ

る B-SES の効果を明らかにする必要があると考

え，本研究を計画した． 
しかしながら，今回設定した 20～30%MVC が

発揮される低強度の刺激強度では，先行研究と

同様の 15 分間の刺激時間とした B-SES①群の

みならず，それを 30 分間に延長し，1 回あたり筋

収縮頻度を 450 回と増加させた B-SES②群とも

に筋萎縮と筋性拘縮に対する効果は認められな

図 8 筋圧痛閾値の比較 
 

図 9 NGF 含有量の比較 
 

＊：対照群との有意差 

＃：不動群との有意差 

＊：対照群との有意差 

＃：不動群との有意差 
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かった．つまり，筋萎縮，筋性拘縮の発生を予防

するためには，高強度の刺激強度による筋収縮

運動が必要であり，その重要性がより裏付けられ

たといえよう． 
一方，今回設定した低強度の刺激強度では，

筋痛の発生そのものを予防することは困難であ

ったが，その進行を抑制する効果が認められた．

そして，この効果には NGF の発現が抑制された

ことが影響していると思われる．不動に伴う NGF
の発現は骨格筋内に分布する C 線維の側枝発

芽に起因した分布密度の増加と関連があり，これ

は不動による外界からの刺激の減弱によって生

じた末梢神経の可塑的変化の一つと考えられる
4)．つまり，今回の結果は不動の過程で低強度で

あっても筋収縮運動を促し，外界からの刺激を

入力しておけば，筋痛の発生を軽度に抑えること

ができることを示唆している．そして，このような筋

痛に対する効果は刺激時間の影響は受けず，

15 分間という短時間の刺激時間でも有効である

ことが示唆された．不動によって惹起される筋痛

をできる限り軽度に抑えておけば，不動解除後

に積極的な運動療法が実践でき，結果的に効果

的な理学療法戦略につなげることができると思わ

れる．したがって，不動後早期から高強度の筋収

縮運動が実践できない対象者においても，低強

度の B-SES 介入は意義あるものと考える． 
しかしながら，今回の検索では前述した骨格

筋内における C 線維の分布密度など，筋痛の発

生メカニズムに関わる生物学的事象に対する低

強度の B-SES 介入の効果は明らかにできておら

ず，この点は今後の課題である． 
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変形性膝関節症に対する疼痛軽減効果を得るために

必要な運動の要素の検討

―変形性膝関節症モデルラットを用いた基礎的検討―

小川祥広・福山りか子

 
 
 
 
 
 
 

はじめに 

世界各国における変形性膝関節症（knee 
osteoarthritis，以下，膝 OA）の診療ガイドライン 1, 

2)では，運動療法はすべての患者に適応すべき

第一選択治療に位置付けられている．その背景

には，これまでに多くの無作為化比較試験が実

施されており，それらを統合したシステマティック

レビュー・メタアナリシス 3, 4)において運動療法の

疼痛軽減効果が示されていることがある．また，

最近では膝 OA の痛みの病態に対する運動療

法の生物学的効果の検証が進められている．所

属研究室では，モノヨード酢酸を膝関節腔内に

投与することで作成する膝 OA モデルラットを用

いて，運動療法による疼痛軽減効果の生物学的

機序について検討している 5)．具体的には，進行

期膝 OA モデルラットを作製し，電気刺激により

大腿四頭筋の筋収縮を誘発することで膝関節の

屈曲伸展運動を負荷し，膝 OA の痛みの主病態

である滑膜炎におよぼす影響を検討している．

その結果，運動を負荷すると滑膜では炎症性

（M1）マクロファージの増加が抑制され，また，抗

炎症性（M2）マクロファージが増加することが認

められている．加えて，脊髄後角ではカルシトニ

ン遺伝子関連ペプチドの発現が抑制されること

が示されている．つまり，滑膜炎の軽減と脊髄レ

ベルにおける中枢感作の抑制が運動療法による

疼痛軽減効果の生物学的機序の一端であると

推察される．

ただ，これらの先行研究で採用された運動は

筋収縮運動と関節運動の両者が負荷されている

ため，疼痛軽減効果を得るために必要な運動の

要素は筋収縮であるのか，関節運動であるのか，

それともその両者であるのかについては明らかに

されていない．これらの点を明らかにできれば，

膝OAの疼痛マネジメントに有効な運動療法プロ

グラムの確立につながる基礎データの確立につ

ながる．そこで，本研究では，膝 OA モデルラット

に対して，等尺性筋収縮運動，他動的関節運動，

等張性筋収縮運動を負荷し，疼痛軽減効果を得

るために必要な運動の要素について検討した．

材料と方法 

要旨

これまでの先行研究では，変形性膝関節症に対する疼痛軽減効果を得るために必要な運動の要

素，すなわち，筋収縮であるのか，関節運動であるのか，その両者であるのかについては明らかにさ

れていない．そこで，本研究では，ラット膝 OA モデルに対して等尺性筋収縮運動，他動関節運動，

等張性筋収縮運動を負荷し，疼痛軽減効果を得るために必要な運動の要素について検討した．そ

の結果，等張性筋収縮運動ならびに等尺性筋収縮運動を負荷すると，患部の痛覚感受性亢進と自

発痛が改善することが認められた．一方，他動関節運動を負荷してもそれらの改善は認められなか

った．以上の結果より，変形性膝関節症に対する疼痛軽減効果を得るために必要な運動の要素は

筋収縮ではないかと推察される．
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1. 実験動物 
実験動物には 7 週齢の Wistar 系雄性ラット 26

匹を用い，これらをモノヨード酢酸（Mono-
iodoacetic acid，以下，MIA）2mg を右膝関節腔

内に投与し，OA を惹起する実験群（n = 21）と
MIA 投与の疑似処置として右膝関節腔内に生

理食塩水を投与する Sham 群（n = 5）に振り分け

た．そして，実験群は①OA を惹起後，35 日間通

常飼育をする OA 群（n = 6），②OA を惹起後，

大腿四頭筋に等尺性筋収縮運動を負荷する筋

収縮運動群（n = 6），③OA を惹起後，持続的他

動運動機器を用いて膝関節の他動運動を負荷

する関節運動群（n = 3），④OA を惹起後，大腿

四頭筋の等張性筋収縮運動によって筋収縮運

動と関節運動の両者を負荷する併用運動群（n = 
6）に振り分けた．なお，各運動介入は，先行研

究 5)を参考に MIA 投与後 15 日目より実施した．

本研究は長崎大学動物実験委員会で承認を受

けた後，同委員会が定める動物実験指針に準じ，

長崎大学先導生命科学研究支援センター・動物

実験施設において実施した．（承認番号：

1808091472-9） 
 
2. 膝 OA モデルラットの作製方法 
実験群のラットに対しては，3 種混合麻酔薬

（塩酸メデトミジン 0.375mg/kg，ミタゾラム 2mg/kg，
酒石酸ブトルファノール 2.5mg/kg）を腹腔内へ投

与して麻酔した．そして， 30 ゲージの注射針

（NIPRO 社）を各ラットの右膝蓋靭帯直上に刺入

し，MIA2mgを溶解した 50μL の生理食塩水を関

節腔内に投与することで膝 OA を惹起した．なお，

Sham 群のラットに対しては，同様の手順で麻酔

を行った後，生理食塩水を右膝関節腔内に投与

することで擬似処置を施した． 
 
3. 等尺性筋収縮運動および等張性筋収縮運

動の実施方法 
筋収縮運動群および併用運動群のラットに対

しては，前述の 3 種混合麻酔薬を腹腔内に投与

して麻酔した後，低周波治療器トリオ 300（伊藤

超短波社）を用いて，刺激周波数 50Hz，パルス

幅 250μsec，刺激強度 2~3mA の条件で，大腿四

頭筋を 2 秒間収縮，4 秒間弛緩させた．実施時

間は 20 分とし，この運動を 1 日 1 回週 5 回の頻

度で 3 週間継続して負荷した．なお，筋収縮運

動群では，大腿四頭筋の収縮・弛緩に伴って膝

関節の屈曲伸展運動が生じないように，足部を

固定することで膝関節を最大伸展位に保った状

態で筋収縮運動を誘発した． 
 
4. 持続的他動運動の実施方法 
関節運動群のラットに対しては，前述の 3 種混

合麻酔薬を腹腔内に投与して麻酔した後，ヒト用

アンクルストレッチャー（酒井医療製）を用いて，

持続的他動運動を負荷した．なお，持続的他動

運動機器によって負荷する関節運動の回数およ

び可動範囲を等張性筋収縮運動の条件と合致

させるため，持続的他動運動は角速度 30°毎秒，

運動範囲 90°にて関節運動が 200 回に達する

まで負荷した．そして，この運動を 1 日 1 回週 5
回の頻度で 3 週間継続して負荷した． 
 
5. 痛みの行動学的評価 
実験期間中は，以下の方法にて痛みの行動

学的評価を実施した．なお，行動学的評価を適

切に行うため，実験開始に先立ち 7 日間のハン

ドリング期間を設け，ラットを測定環境に馴化させ

た． 
1) 膝関節の圧痛閾値の評価 
患部の痛覚感受性の評価として，ランダルセ

リット式鎮痛効果測定装置（Ugo Basile 製）を用

いて右側膝関節の圧痛閾値を測定した．具体

的には，覚醒下にて右側膝関節の外側裂隙に

圧刺激を加え，後肢の逃避反応が出現する際

の加圧量（g）を測定した．データは 1 個体につ

き 5回測定し，その平均値を算出した．なお，こ

れらの測定は MIA および生理食塩水の投与

前日と，投与後は 4 日目，7 日目，その後は 7
日毎に 35 日目まで行った．  
 
2) 患肢荷重率 
先行研究では，げっ歯類の患肢荷重率は自

発痛の指標となることが報告されている 6, 7)．そ

こで，本研究においても各ラットの自発痛を評

価するため，インキャパシタンステスト装置（バ

イオリサーチ社製）を用いて左右の後肢荷重量

を測定した．具体的には，覚醒状態にある各ラ

ットを装置上に設置されたアクリルホルダー内
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に入れ，2 枚のセンサープレートの上にラットの

後肢足部が左右対称になるように静置した．そ

して，10 秒間安静状態を保った際の左右の後

肢荷重量を計測した．そして，得られた測定値

から左右後肢の合計荷重量（g）を求め，この値

に対する患側後肢の荷重量の百分率を算出し

た．計測は 5 回行い，算出した各百分率の平

均値を各個体データとして採用した．なお，こ

れらの測定は MIA および生理食塩水の投与

前日と，投与後は 14 日目，その後は 7 日毎に

35 日目まで行った． 
 
3) 歩行解析 
先行研究では，1 歩行周期時間に対する立

脚期時間および遊脚期時間の百分率（立脚期

率および遊脚期率）は炎症性疼痛の動物モデ

ルにおける動作時痛の指標となることが報告さ

れている 8-10)．そこで，本研究では動作時痛を

評価する目的で，DigiGait小動物用トレッドミル

（Mouse Specifics 社）を用いて，歩行解析を行

った．具体的には，小動物用トレッドミル上でラ

ットを歩行させ，その様子をトレッドミルの下部

に設置した高速カメラを用いて撮影した．歩行

条件は歩行速度 12m/分，トレッドミル傾斜角度

0°とし，撮影条件は撮影周波数 216 フレーム/
秒とし，3 歩行周期撮影した．次に，専用の解

析ソフトを用いて，撮影した動画を用いて 1 歩

行周期時間に対する遊脚期率（%）および立脚

期率（%）を算出した．そして，各ラットについて

3 歩行周期分の立脚期率および遊脚期率の平

均値を算出し，これをデータとして採用した．な

お，測定は MIA および生理食塩水投与前日，

投与後 14 日目，投与後 35 日目に行った． 
 
6. 統計処理 
 すべてのデータは平均値±標準偏差で示した．

各痛みの行動学的評価の結果の比較には，二

元配置分散分析を適用した．検定において有意

差を認めた場合は，事後検定として Bonferroni
法を適用した．なお，すべての統計手法とも優位

水準は 5%未満とした． 
 
 
 

結果 

 
1. 膝関節の圧痛覚閾値の変化 
 MIA 投与後 4 日目において，OA を惹起した

実験群の膝関節の圧痛閾値は， Sham 群のそ

れと比べて低値を示し，この 4 群間に有意差は

認められなかった．その後の推移を見ると，OA
群は MIA 投与後 35 日目まで Sham 群と比べて

有意に低値を示した．一方，筋収縮運動群は

MIA 投与後 21 日目より，また，併用運動群は

MIA 投与後 28 日目より OA 群と比べて高値を

示した．また，関節運動群は MIA 投与後 4 日目

から 35 日目まで OA 群と同様の推移を示し，OA
群との間に有意差を認めなかった（図 1）． 
 
2. 患肢荷重率の変化 
 MIA 投与後 4 日目において，OA を惹起した

実験群の患肢荷重率は Sham 群のそれと比べて

有意に低値を示し，この 4 群間に有意差は認め

られなかった．その後の推移を見ると，OA 群は

MIA 投与後 35 日目まで Sham 群と比べて有意

に低値を示した．筋収縮運動群と併用運動群は

MIA 投与後 35 日目において OA 群と比べて有

意に高値を示し，Sham 群との間に有意差を認め

なかった．一方，関節運動群は MIA 投与後 35
日目までOA群との間に有意差を認めなかった．

（図 2） 
 
3. 1 歩行周期時間に対する立脚期率および

遊脚期率 
 1 歩行周期時間に対する立脚期率および遊脚

期率は，実験開始前および MIA 投与後 14 日

目，35 日目のいずれにおいても 5 群間に有意差

を認めなかった．また，いずれの群においても時

間要因における有意差を認めなかった．（図 3） 
 
考察 

 
本研究では，膝 OA モデルラットに対して等尺

性筋収縮運動，他動関節運動，等張性筋収縮

運動を負荷し，疼痛軽減効果に必要な運動の要

素は筋収縮であるか，関節運動であるのか，また

はその両者であるのかについて行動学的評価か

ら検討した． 
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まず，患部の圧痛閾値について，MIA 投与後

4 日目において OA 群を惹起した 4 群は Sham
群と比べて有意に低値を示し，この 4 群間に有

意差を認めなかった．また，その後の推移をみる

と，MIA 投与後 14 日目まで 4 群の圧痛閾値は

ほぼ一定に推移しており，4 群間に有意差を認

めなかった．したがって，膝 OA を惹起した 4 群

では同程度に痛覚感受性の亢進が生じており，

惹起された膝 OA の程度は同程度であったと推

察される．そして，運動介入後の膝関節の圧痛

閾値をみると，筋収縮運動群においては MIA 投

与後 21日目以降，また，併用運動群においては

MIA 投与後 28 日目以降，OA 群と比べて高値

を示した．一方，関節運動群は MIA 投与後 35
日目までOA群との間に有意差を認めなかった．

つまり，これらの結果は，膝 OA 惹起後に等尺性

筋収縮運動または等張性筋収縮運動を負荷す

ると患部の痛覚感受性亢進が改善すること，また，

他動関節運動を負荷しても痛覚感受性の亢進

は改善しないことを示唆している．したがって，膝

OA 惹起後の患部の痛覚感受性亢進の改善に

は筋収縮が必須となるのではないかと推察され

図 1 膝関節の圧痛閾値の変化 

灰色：Sham 群， 赤：OA 群，青：筋収縮運動群，

緑：併用運動群，黄：CPM 群． 
*：Sham 群との有意差．#：OA 群との有意差． 
p < 0.05．平均 ± 標準偏差 

図 2 患肢荷重率の変化 

灰色：Sham 群， 赤：OA 群，青：筋収縮運動群，

緑：併用運動群，黄：CPM 群． 
*：Sham 群との有意差．#：OA 群との有意差． 
p < 0.05．平均 ± 標準偏差 

a）1 歩行周期時間に対する立脚期率 b）1 歩行周期時間に対する遊脚期率 
灰色：Sham 群，赤：OA 群，青：筋収縮運動群，緑：併用運動群，黄：CPM 群．平均 ± 標準偏差 

 

a) b) 

図 3 1歩行周期時間に対する立脚期率および遊脚期率 
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る． 
 次に，患肢荷重率の変化について，OA を惹起

した実験群では MIA 投与後 14 日目において

Sham 群と比べて有意に低値を示し，この 4 群間

に有意差を認めなかった．そして，運動介入後

の推移を見ると，筋収縮運動群と併用運動群は

MIA 投与後 35 日目において OA 群と比べて有

意に高値を示し，Sham 群との間に有意差を認め

なかった．一方，関節運動群は患部の圧痛閾値

と同様に MIA 投与後 35 日目まで OA 群との間

に有意差を認めなかった．つまり，これらの結果

は等尺性筋収縮運動または等張性筋収縮運動

を負荷すると患部の自発痛は改善すること，また，

患部の関節運動のみを負荷してもその改善は得

られないことを示唆している．したがって，膝 OA
に起因する患部の自発痛の改善には筋収縮が

必須となるのではないかと推察される． 
次に，歩行解析の結果，Sham 群では実験期

間を通じて 1 歩行周期における立脚期率および

遊脚期率はほぼ一定の推移を示した．一方，OA
を惹起した 4 群では MIA 投与後 14 日目の立脚

期率は実験開始時と比べて減少する傾向がうか

がえ，また，遊脚期率は増加する傾向がうかがえ

た．そして，MIA 投与後 35 日目では，OA 群と

関節運動群においては，MIA 投与後 14 日目と

比べて立脚期率が増加し，遊脚期率が減少する

傾向にあったが，筋収縮運動群および併用運動

群においては，MIA 投与後 14 日目と比べて立

脚期率は増加し，遊脚期率は減少する傾向にあ

った．しかし，いずれの評価時点においても 5 群

間に有意差を認めず，また，各群内における時

間要因についても有意差を認めなかった．した

がって，歩行解析による運動時痛の評価につい

て，本研究では膝 OA の惹起に起因する変化お

よび運動介入による変化のいずれも認められな

かった． 
 以上のように，筋収縮運動を負荷した筋収縮運

動群および併用運動群では患部の痛覚感受性

亢進および自発痛の改善を認めたのに対し，関

節運動のみを負荷した関節運動群ではそれらの

改善は認められなかった．しがたって，膝 OA に

対する疼痛軽減効果を得るために必須の運動の

要素は筋収縮ではないかと推察される．本研究

では，筋収縮運動によって疼痛軽減効果が得ら

れる機序については検討できていない．ただ，先

行研究を参考にすると，骨格筋が内分泌器官と

して機能することが影響しているのではないかと

推察される．すなわち，骨格筋に筋収縮を負荷

するとインターロイキン（interleukin; IL）‐10 や IL-
6 といった抗炎症性サイトカインや脳性ナトリウム

利尿ペプチド，イリシンといった抗炎症性ホルモ

ンが産生されることが知られている 11)．また，これ

らの物質は白色脂肪組織において炎症性（M1）
マクロファージから抗炎症性（M2）マクロファージ

への形質転換を促すことが示されている 12)．そし

て，筋収縮運動を負荷された骨格筋に由来する

前述の抗炎症性サイトカインをはじめとした物質

は血流を介して，他の臓器に到達し，炎症を軽

減するような作用を果たすと考えられている 13)．

このような先行研究や前述した所属研究室の知

見に基づくと，本研究の筋収縮運動群や併用運

動群では大腿四頭筋の筋収縮運動を負荷したこ

とで前述した炎症を軽減するような物質が産生さ

れ，これらが血流を介して膝関節に到達し，滑膜

炎を軽減させたことで疼痛軽減効果が得られた

のではないかといった仮説を立てることができる．

しかし，本研究ではこれらの仮説検証は実施で

きておらず，この点については今後の課題である

と考えている． 
 本研究の限界として，まず，サンプルサイズが

小さいことが挙げられる．特に，関節運動群のサ

ンプルサイズは小さく，このことは行動学的評価

の結果に影響を与えている可能性を否定できな

い．次に，歩行解析において膝 OA を惹起した

影響について明らかにできていないことが挙げら

れる．先行研究 8-10)では膝関節に炎症を惹起す

ると 1 歩行周期時間に対する立脚期率の減少お

よび遊脚期率の増加が認められており，これは

歩行時痛の指標となることが報告されている．し

かし，本研究では膝 OA 惹起後に先行研究のよ

うな変化が認められておらず，そのため運動介

入の効果についても明らかにできてない．今回

の歩行解析の結果については，実験開始前に

おけるトレッドミル機器に対する馴化が十分でな

かった可能性やラットの個体差によるデータの分

散が影響している可能性があり，これらの点につ

いては今後検討を進める予定である．また，本研

究では筋収縮運動によって疼痛軽減効果が得ら
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れる機序について検討できていない．この点を

明らかにすることができれば，炎症に起因する疼

痛に対するマネジメントとしての運動療法の有用

性を示す基礎データとなり得る．そのため，今後

は前述の課題を解決し，本研究を発展させる必

要がある． 
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捻挫の既往が歩行時立脚相に与える影響について

～前額面における下腿の角度・モーメントに着目して～

境 臣太朗

はじめに 

足関節捻挫は，スポーツ関連障害の約 14%を

占める最も一般的なスポーツ損傷である¹⁾．受傷

起点の多くは，着地時の不安定な足部の肢位に

よる急激な足部の内反や回外によるものである．

受傷部位は外側の前距腓靭帯，踵腓靭帯，後

腓靭帯で多い．英国のプロサッカーリーグにおけ

る足部捻挫の詳細な分析を行うことを目的とした

研究においては，2シーズンにわたる調査にて足

関節捻挫のうち 73%で前距腓靭帯の損傷が確

認された²⁾と報告している． 
 足関節捻挫は発生頻度が高いだけでなく捻挫

の再発を繰り返すことで慢性化するケースが問

題となってくる．急性期の 80%は管理下において

完全に回復するが，20%は機械的・機能的な不

安定性が生じ，その結果慢性的な足部の不安定

性を生じることとなる³⁾．捻挫が慢性化すると徒手

検査やストレス X 線による機械的不安定性がなく

ても，機械的に不安定性を有する場合もある¹⁾．
足部の不安定性によって捻挫を頻繁に繰り返す

ものを慢性足関節不安定症（Chronic Ankle 

Instability:以下 CIA）と呼称し，表 1 のよう基準が

設定されている．

 捻挫の既往がある者の中には，スポーツ外傷

のように明らかな外力がないにも関わらず，日常

生活の中で受傷するものも存在する．先行研究

では捻挫の既往がある者は，足関節の底屈の増

加または背屈の減少，膝関節屈曲の減少，股関

節屈曲角度の増加を示し，股関節の力の生成を

増加させ足関節での推進力を制限することにより

股関節優位の戦略を示す⁴⁾と報告されている．こ

のような特徴は，捻挫の結果生じたと考えられる

ことが多いが， CIAになりやすい者には原因とし

て同様の特徴を有している可能性を考えた。また，

捻挫の既往と矢状面の下腿の動き等に着目した

報告は見受けられるが，前額面における下腿に

着目した報告は少ない. 
 そこで，捻挫の既往があるものは歩行時立脚

相の下腿の使い方に何らかの特徴が存在すると

いう仮説を立て，下腿の角度要素や関節モーメ

ントに捻挫の既往の有無によって差違が生じる

のか，歩行速度による影響はどうかの 2 点を本研

究の目的として研究を進めた．

要旨 

本研究の目的は，慢性足関節不安定症（Chronic Ankle Instability:以下 CIA）の人に特徴的な下

腿の角度やモーメンについて前額面から検証することである．若年健康者における CIA 群 9 名とコ

ントロール群 10 名とで歩行時立脚相における違いを三次元動作解析装置と床反力計を用いて分析

した．初めに，通常の歩行速度，通常より速い歩行速度，通常より遅い歩行速度の 3 速度による CIA
群とコントロール群との比較を行った.その結果，CIA 群とコントロール群の下腿の最大角度，膝関節

モーメントの最大値に両群の差は認められなかった．次に，CIA 群とコントロール群の下腿の最大角

度，最大角度が起こった時期，膝関節モーメントの最大値，モーメントが最大になった時期について

比較を行った．その結果，下腿最大角度の比較にのみ有意差が認められ両群の角度の平均は CIA
群の方が約 2°大きいという結果となった．この結果が臨床的に意味のある結果であるのかを今後検

討していく事で CIA の予防につなげていく事が出来る可能性がある． 
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表 1 International ankle consortium による CAI 選択基準⁵⁾ 

 
包含基準 

1 少なくとも 1 回以上の足関節捻挫がある 
 ● 初回の捻挫は，研究参加時点より必ず 12 ヶ月以上前に受傷している 
 ● 受傷時に炎症症状（疼痛・腫張など）を伴っている 
 ● 受傷時に少なくとも 1 日以上の身体活動の中断を余儀なくされる 
 ● 一番最近の捻挫は，研究参加時点より必ず 3 ヶ月以上前に受傷している 
 ● 足関節内反捻挫の定義は，“後足部の過度の内反もしくは足部の底屈・内旋の組合せの結果によって生

じた外側靭帯構成体の急性外傷”であり，通常はいくつかの機能低下や障害の結果として生じる 
 
2 足関節の“Giving-way”や“捻挫の再発”，“不安定感”の既往を有する 
 ● “Giving-way”は，“制御不能かつ予測不能な過度の後足部内反（通常は歩行やランニングの初期接地

時に経験する）の定期的な発生であり，急性の足関節内反捻挫ではないもの”と定義される―特に，研究

参加前 6 ヶ月以内に少なくとも 2 回は“Giving-way”を経験している 
 ● “捻挫の再発”は，同じ足関節における 2 回以上の捻挫と定義される  
 ● “足関節の不安定感”は，“日常生活（ADL）やスポーツ活動中における足関第の不安定感であり，通常

は急性足関節捻挫受傷の恐怖感に関連した状況”と定義される― 特に，自己申告による足関節の不安

定感は，検証済みの足関節不安定感に特化したアンケート調査におけるカットオフ値を用いて確認され

るべきである 
 ● 現在，推奨されるアンケート調査は以下の通りである 
  ・Ankle Instability Instrument：少なくとも 5 つの質問に“はい”と回答（質問 1 および他 4 つが含まれるこ

と） 
  ・Cumberland Ankle Instability：24 点以下 
  ・Identification of Functional Ankle Instability：11 点以上 
3  一般的な自己申告による足部および足関節機能に関するアンケートとしては，集団の機能障害レベルの

記載を推奨するが，自己申告による機能レベルが研究課題において重要な場合にのみ包含基準に含め

るべきである 
 ● 現在，推奨されるアンケート調査は以下の通りである 
  ・Foot and Ankle Ability Measure：ADL 項目 90%未満，スポーツ項目 80%未満 
  ・Foot and Ankle Outcome Score：3 つ以上のカテゴリでスコアが 75%未満 
 

除外基準 
1 いずれかの下肢に筋骨格系（骨，関節，神経など）の手術既往を有する 
 ● 不完全な関節構成体を修復させる手術は，完全に構造を修復させるために実施されるが，中枢および末

梢神経系の変化が残存してしまうことが臨床および研究分野において理解され受け入れられている 
 ● 適切なリハビリテーションとフォローアップが管理されたとしても，手術後に付随する神経筋および構造変

化は慢性足関節不安定性による影響と混在してしまう 
2 いずれかの下肢にアライメント修復を必要とする骨折既往を有する 
 ● 一つ目の除外基準と同様に，骨格組織に関する重大な妥協は慢性足関節不安定性の研究集団の選択

に関する内的妥当性を脅かす 
3  過去 3 ヶ月以内において，関節の整合性や機能に影響を及ぼす他の下肢関節における筋骨格系の急

性外傷（捻挫，骨折など）があり，少なくとも 1 日以上の身体活動の中断を余儀なくされた 
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対象と方法 

 
1. 対象 
対象は本学に在籍する若年健康者 19 名であ

った．CIA の質問用紙（表 1）を用いて対象者を

CIA 群 9 名とコントロール群 10 名に分けた(表 2)．
なお、今回の研究に用いたデータは研究室に既

存のデータの中から今回の研究目的に合致した

人のデータのみを抽出したものである． 
 

表 2 対象者情報 
 CIA 群 コントロール群 

年齢 21.6±1.1 22.5±2.8 
身長 1.6±0.09 1.6±0.1 
体重 63.1±7.05 63.02±15.1 
BMI 22.4±2.8 22.2±3.4 

 
2. 方法 

(1)使用機器 
動作分析には，アニマ社製三次元動作解析

装置と床反力計(以下三次元動作解析装置及び

床反力計，サンプリング周波数 60Hz）を用いた．  
三次元動作解析装置は，身体各部に貼付し

た赤外線反射マーカーの空間位置を認識し，動

作を定量的に計測することができる．また，床反

力計と組み合わせることで，動作時の関節モーメ

ントを算出することができる⁶⁾．本研究では，歩行

時の下半身の動きを中心に，身一つの剛体リン

クモデルとして考えることにした． 
 

(2)準備 
・被検者はハーフパンツを着用し，素足とする． 
・反射マーカーは被験者の両側下肢の以下の

10 か所に取り付けた(図 1) 
〇上前腸骨棘 
〇大転子 
〇膝関節外側裂隙 
〇外果 
〇第 5 中足骨頭 

 
図 1 マーカー貼付場所 

 
(3)測定動作 

歩行 
※床反力計の 2～3m 手前から計測を開始し，床

反力計を通過し終えるまでを計測する． 
※歩行速度は本人の主観で普通，速い，遅い，

の 3 速度でそれぞれ 1 回ずつ実施． 
 
3. 解析方法 
 解析対象は，床反力計の上を通過した右足立

脚期の下腿の最大角度，下腿の最大角度が生

じた時期（立脚期の開始を 0%，終了を 100%とし

た際に何%タイムにあたるのか），膝関節モーメン

トの最大値，膝関節モーメントが最大値を示した

時期とした．なお，今回の角度は通常の ROM で

はなく重力に対する角度を使用している． 
 統計処理には SAS Institute 製データ分析ソフ

トウェア JMP ver.15 を用い，有意水準を 5%未満

として，解析対象データについて以下の方法で

行った． 
① CIA 群とコントロール群ごとに歩行速度によ

る違いについて一元配置分散分析 
② CIA 群とコントロール群間での違いについて

一元配置分散分析 
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結果 

 
1. 歩行速度の違いについて 

(1)下腿最大角度の歩行速度比較 
下腿の最大角度によるCIA群とコントロール群

とでは歩行速度による有意差は両群共に認めら

れなかった（表 3）. 
 
表 3 下腿最大角度の歩行速度比較 

コ
ン
ト
ロ
ー
ル
群 

項目 
要因 

F 値 P 値

(Prob>F) 
speed 1.5208 0.2389 

項目 
水準 

平均 標準偏差 

fast 6.5 0.5 
normal 7.0 0.5 
slow 7.0 0.5 

CIA

群 

項目 
要因 

F 値 P 値

(Prob>F) 
speed 0.5778 0.5679 

項目 
水準 

平均 標準偏差 

fast 5.4 0.3 
normal 5.0 0.3 
slow 5.6 0.3 

 
 (2)膝関節モーメント最大値の歩行速度比較 
膝モーメントの最大値による CIA 群とコントロ

ール群とでは歩行速度による有意差は両群共に

認められなかった（表 4）． 
 

2. 下腿最大角度の CIA 群とコントロール群の

比較 
CIA 群とコントロール群とでは下腿の最大角

度に有意差が認められた．さらに，下腿の最大

角度の平均では CIA 群が 7.1 度，コントロール

群が 5.3 度と CIA 群の方が下腿の最大角度が

約 2 度内反しているという結果になった(表 5,図
2)． 

 
 
 

表 4 膝関節モーメント最大値における歩行速

度比較 

コ
ン
ト
ロ
ー
ル
群 

項目 
要因 

F 値 P 値

(Prob>F) 
speed 0.2918 0.7496 

項目 
水準 

平均 標準偏差 

fast -64.8 3.6 
normal -61.6 3.6 
slow -65.3 3.6 

CIA

群 

項目 
要因 

F 値 P 値

(Prob>F) 
speed 0.0419 0.9591 

項目 
水準 

平均 標準偏差 

fast -64.5 5.3 
normal -62.3 5.3 
slow -63.4 5.3 

 
表 5 下腿最大角度の CIA 群とコントロール

群の比較 
項目 

要因 
F 値 P 値 

(Prob>F) 
Group 22.8557 <.0001 

項目 
水準 

平均 標準偏差 

コントロール 5.3 0.2 
CIA 7.1 0.2 

 

 
図 2 下腿最大角度の CIA 群とコントロール

群の比較 
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3．下腿最大角度が生じた時期の CIA 群とコント

ロール群の比較 
立脚期中で下腿の角度が最大になった時期

については CIA 群とコントロール群とでは有意

差は認められなかった(表 6)． 
 

表 6 腿最大角度が生じた時期の CIA 群とコ

ントロール群の比較 
項目 

要因 
F 値 P 値 

(Prob>F) 
Group 1.0438 0.3114 

項目 
水準 

平均 標準偏差 

コントロール 68.2 2.8 
CIA 64.0 2.9 

 
4．膝関節モーメント最大値の CIA 群とコントロー

ル群の比較 
膝関節モーメントの最大値については両群に

有意差は認められなかった(表 7)． 
 
表 7 膝関節モーメント最大値の CIA 群とコン

トロール群の比較 
項目 

要因 
F 値 P 値 

(Prob>F) 
Group 0.0153 0.902 

項目 
要因 

平均 標準偏差 

コントロール -63.4 2.5 
CIA -63.9 2.6 

 
5．膝関節モーメント最大値を生じた時期の CIA
群とコントロール群の比較 

立脚期中で膝関節モーメントが最大値を示し

た時期については両群に有意差は認められなか

った．しかし，両群とも立脚期の前半部分に最大

時期がくる場合と，後半部分に最大時期がくる場

合と結果が二分化した(表 8,図 3)． 
 
 
 
 
 

表  8  膝関節モーメント最大時期における

CIA 群とコントロール群の比較 
項目 

要因 
F 値 P 値 

(Prob>F) 
Group 0.2563 0.6147 

項目 
水準 

平均 標準偏差 

コントロール 57.7 4.1 
CIA 54.6 4.3 

 

 
図 3 膝関節モーメント最大時期における 
     CIA 群とコントロール群の比較 
 
考察 
 
1．歩行速度による比較について 
歩行速度の変化には一歩の長さであるステッ

プ長が大いに関係している．ステップ長の増減に

は足関節の底背屈角度や膝関節屈曲・伸展角

度，股関節屈曲・伸展角度といった体節の矢状

面上での角度が深く関係している⁷⁾．また，歩行

中の前額面からの左右への重心移動について

は自然速度での歩行では 5.8±2.0cm，速い速度

での歩行では 5.0±2.1cm⁸⁾と歩行速度による左右

への重心動揺に違いはほとんど生じない． 
 つまり，歩行速度を決定づける要因は矢状面

上に多く，前額面上には歩行速度を決定づける

要因は少ないと思われる．そのため，歩行速度

による前額面上における下腿の最大角度・膝関

節モーメントにおいて CIA 群，コントロール群共

に有意差が認められなかったと考えられる． 
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2．下腿の最大角度による CIA 群とコントロール

群の比較について 
 下腿の最大角度における CIA 群とコントロール

群との比較については両群間で有意差が認めら

れ，平均角度についても CIA 群の方が約 2 度下

腿が内反している傾向にあることが示された．歩

行時の足底圧の分布と足圧中心の移動につい

て検討した Nawata らの報告によると機能的足関

節不安定症のある対象では歩行時に足関節と足

部が内転・回外が増加し足圧中心は外方に変移

する⁹⁾としており足関節不安定症がある者は歩行

中の足部外側接地傾向があると考えられる．加

えて，足関節不安定症を有する者の歩行中の筋

活動を検討した Mineta らによると足関節不安定

症のある者は正常歩行と比較して長腓骨筋の筋

活動が低下するとともに，前脛骨筋/長腓骨筋活

動比の増加が外側荷重と関係している¹⁰⁾ことを示

している．これらのことから，CIA群ではコントロー

ル群と比較して歩行中の外側接地傾向が増加し

たことで相対的に下腿の角度が内反方向に傾い

たと考えられる． 
 今回の研究では CIA 群とコントロール群とに有

意差が認められ，角度の平均も CIA 群の方が約

2 度内反しているといった結果となった．しかし，

この 2 度の差が臨床的に意味を持つ値であるの

かは今回の研究で明らかに出来ていない．今後，

この差が臨床的に意味のある値であるのかを検

討していく必要がある． 
 
3．膝関節モーメント最大時期の CIA 群とコントロ

ール群との比較について 
 本研究での膝関節モーメントについては立脚

期の前半部分と後半部分に 2 回ピークを迎える

二峰性のモーメント波形が観察された．他の膝

関節モーメントを検討した Yamada らの報告によ

ると膝関節モーメントの変化は立脚期の 20%から

30%の間と 80%に 2 つのピークを持つ二峰性の

波形を示した¹¹⁾と本研究と同様の結果が示され

ている．今回の研究では二峰性を持つモーメント

の波形において値が最も大きくなった部分のみ

を切り取って比較した結果に CIA 群とコントロー

ル群とで有意差は認められなかった．今後，二

峰性を持つモーメント波形の第 1 ピークと第 2 ピ

ークの生じた時間の間隔や，2 つのピークの値の

差などを比較していくことで CIA 群とコントロール

群との有意差を発見することが出来る可能性が

ある． 
 
まとめ 
 

本研究では歩行立脚期における CIA 群とコン

トロール群との下腿角度・膝関節モーメントにつ

いて検討した．結果としては，下腿の最大角度の

みに両群に有意差が認められた．しかし、今回

の研究は CIA 群の対象者が 9 名と少なく，対象

者が CIA によって日常生活に不自由を強いられ

ておらず，このことが結果に影響を与えた 1 つ要

因であると考えられる．さらに，両群に差を生じた

ものにおいても今結果が臨床的に意義のある値

であるのかを今後検討していくことで CIA の予防

に努めていくことが出来る可能性がある． 
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呼吸法の相違がバランス能力に与える影響

瀬口 千晶・中島 史理

瀬口 千晶・中島 史理

はじめに

高齢者に多い慢性閉塞性肺疾患（chronic 
obstructive pulmonary disease; COPD）患者にお

いて，転倒に関する報告が散見される 1,2)． 1 年

間における 1000 人当たりの転倒発生率を調査し

た先行研究では，非 COPD 患者の 24.1 と比べ，

COPD 患者は 44.9 と非常に高い 1)．さらに，転倒

により骨折を受傷した慢性呼吸不全患者

（chronic respiratory failure；CRF）群と非 CRF 群

の 2 群間で入院期間，ならびに入院時と退院時

の日常生活動作（activities of daily living；ADL）
の変化について比較した先行研究によると，入

院期間は CRF 群が 89.0 日，非 CRF 群が 49.4
日と有意に長く，CRF 群は ADL の改善が有意

に小さいことが報告されている 2)．以上のことから，

CRF患者の転倒は入院期間の延長などによる医

療費増大という経済的問題に悪影響を及ぼすた

め，転倒の原因追及，予防介入は重要である．

転倒の要因には，筋力，バランス能力，歩行

能力などの低下といった内的要因と，段差，障害

物，照明などの外的要因がある．CRF 患者の転

倒場所を調査した先行研究では寝室や居間な

ど外的要因の影響が少ない場所が多く，内的要

因の方が転倒要因として大きいことが推察されて

いる 2)．内的要因のなかでも，COPD 患者のバラ

ンス能力に着目した先行研究において，重症度

が高い患者ほどバランス能力が低下していたと

述べられている 3)．横隔膜は呼吸筋としての働き

に加え，腹腔内圧を維持することでの体幹の安

定化としての作用を持つことが指摘されている 4,5）

ことから，COPD 患者のバランス能力低下には，

横隔膜の平坦化という COPD の病態の関与が推

察されている 3)．また，横隔膜は四肢を動かす際，

体幹の姿勢制御など他の機能と協調して働いて

いるが，換気需要が増加するにつれ，姿勢制御

機能が低下したとの報告がある 6)．これらのことか

ら，呼吸パターンの相違がバランス能力に影響を

与え，転倒リスクを高めている一要因でないかと

推察されている．

これまでに，バランス能力と呼吸法との関連を

示す先行研究がいくつかある．20 代の健常成人

（男性 8 名，女性 5 名）を対象に，努力性呼気実

施前後で片脚立位を 30 秒実施した際の重心動

揺計を用いた総軌跡長を計測した実験では，努

力性呼気実施後は実施前より総軌跡長が低値

を示し，努力性呼気のバランス能力への即時的

影響が報告されている 7)．さらに，呼吸法とバラン

スが崩れた際の全身反応時間に着目した研究で

は，努力性呼吸を行った方が行わなかった場合

と比較し，全身反応時間が有意に短縮し，努力

性呼吸によりバランスを崩しそうになった時の反

応性は高まり，転倒リスクが低くなると考察してい

本研究の目的は，呼吸法の相違が動的バランス能力に与える影響について検討することである．

若年健常者 20 名を対象に，自然呼吸，口すぼめ呼吸，腹式呼吸，胸式呼吸の 4 条件にて，中央・

前・後・左・右の重心移動を行い，重心動揺計を用いて動的バランス能力を測定した．その際に得ら

れた動的バランス能力の指標とされる Index of Postural Stability（IPS），重心動揺面積，安定域面積

について呼吸法の 4 条件で比較検討した．結果，IPS は中央値で自然呼吸 2.07，口すぼめ呼吸

2.07，腹式呼吸 2.05，胸式呼吸 2.07 と 4 群間で有意な差は認められなかった．同様に，重心動揺面

積，安定域面積についても 4 群間で有意差は認められなかった．以上より，呼吸法の相違は動的バ

ランス能力へ直接的に介在しないことが示唆された．
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る 8)．一方で，若年健常成人男性 3 名に東洋的

呼吸法の身体動揺への影響を調査した研究で

は，動揺面積に有意差は認められず，呼吸法の

バランス能力への影響は少ないと結論づけられ

ており 9)，これまでのバランス能力と呼吸法との関

連においては一定の見解が得られていない．さ

らに，先行研究は全て静的バランスを評価して

おり，呼吸法が様々で，動作中における呼吸法

との関連を検討した研究は皆無である．また，サ

ンプルサイズが少ないこと，性別の偏りなどの課

題がある．  
そこで本研究では，動作中に行う呼吸法の相

違がバランス能力に影響を与えると仮説をたて，

重心移動中に行う呼吸法の相違がバランス能力

に対する即時効果について検討することを目的

とした．本研究によって，これらのことが明らかに

なれば，CRF 患者の転倒予防に対する日常生

活指導の一助になると思われる． 
 
対象 

 

 若年健常者 20 名（男性，女性それぞれ 10 名)

を対象とした．除外基準は，運動器疾患によって

立位保持が困難な者，呼吸器疾患（気管支喘息

など）がある者，喫煙歴（過去・現喫煙）がある者，

外傷等により足底に絆創膏やテーピングの貼付

がある者とした．対象者には，本研究の目的およ

び手順，内容，リスクについて口頭および文書で

十分に説明し，書面にて同意を得た上で実施し

た．本研究は，長崎大学大学院医歯薬総合研

究科倫理委員会の承認を得て実施した（許可番

号 22051201)． 
 
方法 

 

1. 研究デザインと実施手順（図 1） 
   初日に事前評価と重心動揺を測定し，14 日

以上の間隔をあけて 2 回目の重心動揺を測定し

た．重心動揺の測定は 2 回とも，自然呼吸，口す

ぼめ呼吸，腹式呼吸，胸式呼吸の 4 種類の呼吸

法で行い，その順序は封筒法にて決定した． 

 
図 1 研究プロトコル 

 
2. 事前評価 
長崎大学医学部保健学科キャンパス内にて，

研究説明書を用いて測定の手順，目的，リスク

等について十分なオリエンテーションを行った．

その後，以下の項目を評価した．  
① 身長，体重 
② 呼吸数，呼吸パターン：呼吸パターンは腹

部隆起と斜角筋の収縮のタイミングによっ

て 5 段階で判定した 10)． 
③ 下肢筋力：ハンドヘルドダイナモメーター

（アニマ社製，μ-Tus）を用い，利き脚の等

尺性膝伸展筋力を測定する．測定は 2 回

行い，最大値を採用する 11)． 
3. バランス能力 
重心動揺計（アニマ社製，MA2000）を用い

測定した．被験者は裸足で足底内側を平行に

10cm 離した軽度開脚立位，両上肢は下垂位

をとり，測定台上で被験者自身に前・後・左・右

への重心移動を行ってもらい，測定の要領を

理解できたと判断した後に測定を開始した． 
(図 2) 
① 支持基底面内中央での重心動揺を初期

の過渡的な身体動揺がおさまった後，10
秒間測定する 12)． 

② 安定して立位を保てる範囲内で重心を前

方に移動させ，10 秒間の重心動揺を測定

する．同様に後方，右方，左方の順に重

心を移動し，合計50秒の重心動揺を測定

する．  
③ ①と②を 4 種類の呼吸法でランダムに実

施し，各呼吸法の間は十分な休息を設け

た．  
④ 重心動揺の測定より，以下の項目を算出

する． 
i) 重心動揺面積：重心動揺軌跡の前後
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の最大径と左右の最大径を乗じた矩形面

積とする．重心動揺面積の代表値として

中央および，前方，後方，右方，左方重心

移動位置の 5 測定の平均値を採用する． 
重心動揺面積の代表値 

＝(中央＋前方＋後方＋右方＋左方)/5 
ii) 安定域面積：前方への重心移動位置

と後方への重心移動位置における 10 秒

間の重心動揺中心の距離に，右方への

重心動揺位置と左方への重心動揺位置

における 10 秒間の重心動揺中心の距離

を乗じた矩形面積とする． 
安定域面積 
＝(安定域の左右径)×(安定域の前後径) 
iii) 姿勢安定度評価指標（ Index of 
Postural Stability；IPS）：重心動揺面積と

安定域面積の値を用いて，以下の式にて

算出される． 
log[(安定域面積＋重心動揺面積)/重心

動揺面積] 
 

 
図 2 動的バランス能力測定 

 
4. 呼吸法の指導 
呼吸法は全て同一人物が立位にて指導し，被

検者の上部胸郭，上部腹部に手を置き，各呼吸

法ができていることを確認後，実験を行った 12)． 

・自然呼吸：「普段通りに呼吸してください．」 
・口すぼめ呼吸：「はじめは呼気に意識を集中し

て，軽く口をすぼめて息を吐きます．次に鼻から

息を吸います．吸気時間が１に対して呼気時間

が 2 倍になるようにしてください 13)．」 
・腹式呼吸：「①鼻から息を吸い込み，お腹が膨

らむのを確認します．②お腹の力を抜いて，ゆっ

くりと鼻から息を吐きます 14)．」 
・胸式呼吸：「腹部を膨らませず胸郭のみを広げ

るように意識して呼吸します．」   
5. 統計学的解析方法 
測定項目における呼吸法の群間比較を一般

線形型モデルの反復測定分散分析を用い，共

変量に性別を投入して検定した．また，下肢筋

力と各測定項目との関連は Pearson の相関係数

を用い，有意水準は 5％とした．解析には，統計

解析ソフトウェア IBM SPSS Statistics 25（IBM 
社製）を使用した． 
 
結果 

 

1. 対象者背景，実施状況 
事前評価の結果を表 1 に示す．なお，事前

評価と重心動揺計での測定の実施において有

害事象等の発生は認められなかった． 
2. IPS，重心動揺面積，安定域面積の各呼

吸法での比較 
IPS の結果は，中央値【四分位範囲】で自然

呼吸 2.07【1.8-2.2】，口すぼめ呼吸 2.07【1.9-
2.2】，腹式呼吸 2.05【1.9-2.3】，胸式呼吸 2.07
【1.9-2.2】であり，4 群間で有意差は認められな

かった（図 3）．重心動揺面積では，自然呼吸

2.27【1.6-3.4】，口すぼめ呼吸 2.29【1.5-3.0】，
腹式呼吸 2.10【1.5-3.4】，胸式呼吸 2.30【1.7-
3.4】，安定域面積は，自然呼吸で 270.2【201.1-
307.7】と最も高かったものの 4 群間で有意差は

認められなかった（図 4，5）．  
3. 各呼吸法での下肢筋力体重比と IPS，重

心動揺面積，安定域面積の関連 
  自然呼吸以外の口すぼめ呼吸，腹式呼吸，

胸式呼吸において下肢筋力体重比と安定域面

積に相関を認めた（図 6）． 
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図 3 IPS 

 

 

 

図 5 安定域面積 

 

 

 

 

図 6 下肢筋力体重比と安定域面積 

 全体(n=20) 男性(n=10) 女性(n=10) 
年齢 （歳） 21.3±1.1 21.7±0.9 20.8±1.0 
身長 （cm） 162.1±7.6 168.2±4.6 156.0±4.4 
体重 （kg） 54.7±9.7 61.1±7.1 48.3±7.5 
下肢筋力 （kgf） 36.2±11.3 42.7±10.1 29.6±8.1 
呼吸数 （回/分） 17.3±3.1 17.0±3.0 17.6±3.1 
呼吸パターン （人） 

Grade1/2/3/4/5 
0/2/10/8/0 0/1/4/5/0 0/1/6/3/0 

表 1 対象者背景 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    
    
    
    

    
    

 
 

   

 
 

図 4 重心動揺面積 
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考察 

 

今回，健常成人を対象に呼吸法の相違が動

的バランス能力に与える影響について検討した．

その結果，自然呼吸，口すぼめ呼吸，腹式呼吸，

胸式呼吸の 4 つの呼吸法で動的バランス能力に

相違は認められなかった． 
その原因の一つとして，本研究は重心移動に

加え，呼吸法を実施するといった二重課題にな

っていることが考えられる．健常成人を対象に，

運動課題と認知課題の二重課題を同時に遂行

した先行研究では， 二重課題干渉効果により認

知課題パフォーマンスが低下したことが報告され

ている 15)．これは，二重課題時には認知課題に

向ける注意資源容量が減少し，認知課題の要求

する注意資源容量を満たさないためであると考

えられている．このことから，本研究においても，

日常的に使用しない呼吸法と重心移動の二重

課題を遂行したことにより，二重課題干渉効果が

大きくなり，呼吸法といった認知課題が不十分で

あったことが考えられ，重心動揺に差が生じなか

ったと推察した． 
また，動的バランス能力には下肢筋力が影響

していると報告されている 16,17)．藤原らは 20 歳か

ら 79歳までの健常成人を対象に，立位での最前

傾位で重心動揺と下肢筋力との関連性について

検討し，最前傾位のような筋活動量の多い立位

姿勢では安定性の規定要因としての筋力の重要

性が増大すると報告している 16)．さらに，平瀬ら

の高齢男性 15 名，女性 54 名を対象とした研究

では，下肢筋力は活動レベルが高い対象者は

Functional Reach Test（以下 FRT）と，活動レベ

ルが低い対象者は静止立位時の重心動揺に影

響を及ぼすことを報告した 17)．つまり，若年成人

など身体機能が高い対象者では下肢筋力とFRT
のようなバランス能力に関連があることが予想さ

れる．本研究でも下肢筋力と自然呼吸以外の呼

吸法での安定域面積には相関関係を認めたよう

に，身体機能の高い健常者が重心移動して最大

限体を傾けた姿勢では下肢筋力が優位に働き，

呼吸法の影響が得られなかったと推察した．  
さらに，静的バランスに即時効果があった先行

研究では，呼吸法を 10回行っていたことに対し，

本研究では各方向の測定が 10 秒間のみのため

呼吸数が 2~3 回にとどまり，効果が得られるほど

の呼吸回数が実施できていなかった可能性が考

えられる． 
以上より，健常成人を対象とした今回の研究

では，動的バランス能力に呼吸法の影響は直接

的には介在しないことが明らかとなった． 
本研究の限界として，重心移動中の呼吸法が

確実にできているかどうか確認が十分にできてい

ないこと，十分な呼吸回数を得られていない可

能性があること，呼吸数を統一していなかったこ

とが考えられた．今後は，下肢筋力や体幹深層

筋力が低下した高齢者や CRF 患者を対象に研

究を行うことで異なる結果が得られるかどうか検

討したい． 
 
まとめ 

 

 今回，若年健常者を対象に呼吸法の相違が動

的バランス能力に与える影響について検討した．

その結果，動的バランス能力に自然呼吸，口す

ぼめ呼吸，腹式呼吸，胸式呼吸の 4 つの呼吸法

の影響は介在しないことが明らかとなった．このこ

とから，転倒が多い CRF 患者の動的バランス能

力については，呼吸法よりもその他の内的要因

について評価する必要性があると考えられた． 
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関節リウマチの関節運動前後の超音波所見の変化について

平本友乃

はじめに 

関節リウマチ（rheumatoid Arthritis：RA）は全

身のさまざまな関節に多発性の滑膜炎をきたす

疾患で，関節内部においては滑膜の増殖と炎症

細胞浸潤からなるパンヌスが形成され，関節の腫

脹・疼痛，さらには関節の破壊・変形を起こす．

RA のリハビリテーションについて，欧州リウマチ

学会ならびに米国リウマチ学会は Exercise を推

奨している 1)．ただし，RA の関節破壊は多様で

個人差もあり，画一的なリハビリテーションは罹患

した関節を悪化させてしまう懸念があるため，適

切な身体評価をしたうえでの運動療法が望まれ

る²⁾とされている．このことから，関節ごとにリハビリ

テーションの実施方法を考慮しなければならない

のではないかと考えた．

RA の診療において画像検査の発展は著しく，

特に超音波検査は一つ一つの関節の内部の状

態や炎症の程度を把握することができ³⁾，リハビリ

テーションプログラムの立案や負荷量の決定の

判断に活用できる⁴⁾とされている．超音波検査は

リハビリの負荷を決める判断として有用であるとさ

れているが，通常安静時に実施されており，運動

後の超音波検査所見については明らかにされて

いない．

そこで，今回の研究で関節運動前後の関節超

音波所見を評価し，腫脹の有無によって比較す

ることで，関節ごとの腫脹の有無によって RA 患

者のリハビリテーションの実施方法を検討するエ

ビデンスとなるのではないかと考えた．

対象および方法 

1. 対象者

今回の研究の対象者は，この研究への参加に

ついて同意を得た A 大学病院チウマチ･膠原病

内科外来を受診している患者で，2010 年の米国

リウマチ学会/欧州リウマチ学会のリウマチ分類基

準 5)で RA と診断された 8 名である（表 1）．年齢

は 30 歳代から 70 歳代で，関節破壊の進行度で

あるステージは I~Ⅳ，日常生活での障害の程度

であるクラスは 1~2 であった．疾患活動性を表す

DAS28 は寛解から高疾患活動性までさまざまで

あった．１名のみ関節運動による疼痛を認めた．

メトトレキサートを中心とした治療が行われ，3 名

にプレドニゾロン，４名に生物学的製剤が投与さ

れていた．

2. 方法

基本属性として対象者の年齢，性別，圧痛関

節数，腫脹関節数，Steinbrocker の stage 分類，

アメリカリウマチ学会の class 分類，疾患活動性

の指標である DAS28-CRP，治療薬の情報を電

子カルテから入手した．

要旨

本研究は関節リウマチ（RA）患者の関節運動前後での関節内の変化を超音波検査画像によって比

較し，患者に対する運動療法の実施方法を検討するエビデンスとするものである．対象は A 大学病

院リウマチ・膠原病内科に通院中の RA 患者 8 名である．これらの対象者の利き手示指 MCP 関節

において，運動前後で超音波検査を行った．その結果，対象の関節に腫脹を有する 2 名の患者に

おいては，関節運動によって超音波検査の滑膜・腱の肥厚，関節腔の拡大，MCP 関節屈曲増大が

みられた．以上の結果から，腫脹のある関節においては関節運動前後の超音波所見の悪化がみら

れるため積極的な運動療法の介入が推奨されないことが明らかになった．
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図 1 関節超音波検査の各パラメーターの  

測定方法 
そして ，超音 波機器 （ GE Healthcare 社 

Venue50）を用いて測定部の関節超音波検査を

行った利き手示指 MCP 関節背側において手指

進展位にて実施し，グレイスケールでの関節滑

膜の厚さ，滑膜腔の高さ，滑膜腔の角度，軟骨

の厚さ，腱の厚さ，パワードプラでの血流シグナ

ルのグレード分類について評価した（図 1)． 
滑膜の厚さは関節より近位にある凹んだ部位

で測定した．腱の厚さは関節中央部に最も近い

部位で測定した．軟骨の厚さは中手骨の軟骨中

央部で測定した．関節腔の高さは関節最深部か

ら滑膜最上部までの距離を測定した．関節腔の

角度は関節の最深部を頂点として骨の面に沿っ

て測定した．次に，手関節および手指の屈伸運

動（自動運動）を 10 回行った．その後，同関節

の超音波検査を行い，運動前の超音波所見と比

較した．ここでパワードプラモードでのグレード分

類について説明する．このモードでは炎症症状

を評価することができる．炎症が起きている部位

には赤い血流シグナルが描出される．このシグ

ナルがみられない場合はグレード 0．点状のシ

グナルが存在する場合はグレード 1．シグナル

が癒合し，そのシグナルが滑膜の範囲の 1/2 以
下であるとグレード 2，1/2 以上であるとグレード 
3 となる． 
 なお，本研究は長崎大学病院臨床研究倫理

委員会にて承認を得て行った（許可番号：2201 
1703）． 
 
結果 

 
1. 滑膜の厚さ 
対象者 8 名中 6 名の利き手の示指 MCP 関節

には腫脹がなく，関節運動後も有意な変化はな

かった．しかし，利き手示指ＭＣＰ関節が腫脹し

ていた 2 名においては，関節運動前から腫脹の

ない 6名より滑膜が肥厚していたが，関節運動に 
よりさらにその肥厚が増加した（図 2）． 
 
2. 関節腔の高さ 
利き手示指 MCP 関節に腫脹の見られない関

節では増加・低下の変化が見られた．腫脹のあ

る関節では運動前から腫脹のない関節より大き

い値をとっており，2 例のうち 1 例ではさらなる増

加がみられた（図 3）． 
 

 

表 1 対象者 
対象者 年齢

(歳) 

性別 圧痛関

節数 

腫脹関

節数 

stage class 疾患活

動性

(DAS28) 

運動後

疼痛 

治療薬 

A 30 代 女 0 0 2 1 1.46 無 メトトレキサート 

アバタセプト 

B 70 代 男 0 3 2 1 3.12 無 なし 

C 40 代 女 6 0 1 1 2.73 無 プレドニゾロン 

ロキソプロフェン 

D 70 代 女 0 0 3 2 1.28 無 トシリズマブ 

E 70 代 女 2 1 2 1 2.4 無 プレドニゾロン・メトトレキ

サート・ゴリムマブ 

F 70 代 女 6 2 4 2 2.98 無 メトトレキサート 

アクテムラ 

G 50 代 女 16 16 4 2 4.18 有 プレドニゾロン・タクロリ

ムス・メトトレキサート 

H 60 代 女 0 22 4 2 3.78 無 メトトレキサート 

タクロリムス 
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図 2 腫脹のない関節と腫脹のある関節の 
滑膜の厚さの比較 

 
図 3 腫脹のない関節と腫脹のある関節の 
関節腔の高さの比較 
 
3. 関節腔の角度 

腫脹のない関節のほとんどで角度が低下して

いるが，腫脹のある関節では増加している（図 4）． 

図 4 腫脹のない関節と腫脹のある関節の 
関節腔の角度の比較 
 
4. 軟骨の厚さ 
腫脹のない関節でしか検出することができず，

その結果はほとんどが低下した（図 5）． 
 

図 5 腫脹のない関節と腫脹のある関節の 
軟骨の厚さの比較 
 
5. 腱の厚さ 

腫脹のない関節のほとんどで厚さが低下した．

腫脹のある関節では増加した（図 6）． 

図 6 腫脹のない関節と腫脹のある関節の 
腱の厚さの比較 
 
6. パワードプラのグレード 
腫脹がない場合も腫脹がある場合もどの関節

においても運動前後で変化はみられなかった．

ただし，腫脹のある関節ではグレードが高い値を

とったままであった（図 7）． 
 
表 2 に運動前後での関節超音波検査の結果

を腫脹のない関節と腫脹のある関節に分けてま

とめた． 
腫脹のない関節の場合は，滑膜の厚さに大き

な変化はなかった．関節腔の角度は増加も低下

もみられた．関節の角度や軟骨，腱は低下する

例が多くみられた．活動性を示唆するパワードプ

ラシグナルに変化はなかった． 
一方，腫脹のある関節では関節滑膜の肥厚や

腱の肥厚が強くなった．関節の角度は増加して

おり，関節運動によって関節が屈曲する方向に

変化があった．パワードプラシグナルも強いまま

であった． 
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図 7 腫脹のない関節と腫脹のある関節の 
パワードプラのグレードの比較 
 

表 2 まとめ 
 腫脹なし 腫脹あり 

滑膜の厚さ ～ ↑ 

関節腔の高さ ↓↑ ～↑ 

関節の角度 ↓～ ↑ 

軟骨の厚さ ↓～ 検出不可 

腱の厚さ ↓～ ↑ 

パワードプラの

グレード 
低～ 高～ 

 
考察 

 
1. 滑膜の厚さ 
腫脹の有無の比較において，滑膜の厚さに関

して腫脹がない関節では変化がみられず，腫脹

のある関節では増加がみられた． 
10 回の関節運動によって短時間で滑膜が増

殖するとは考えにくい．腫脹のある関節滑膜にお

いては炎症により血管透過性が亢進しているが 6)，

運動によりさらに滑膜組織へ液性成分が増加す

ることによって滑膜の厚さが増加したのではない

かと考えた． 
 
2. 関節腔の高さ 
 関節腔の高さについては腫脹の有無にかかわ

らず，一貫性のある結果は得られなかった．ただ

し，腫脹のある関節では運動前の値が高かった．

腫脹のある関節では炎症による滑膜の増生およ

び関節液の貯留により，関節腔が拡大している．

そして，１例ではさらに関節腔の拡大が強くなっ

た．その症例においては運動による疼痛もあった．

滑膜外側の関節包には知覚神経終末が分布し

ており，関節腔が拡大することによって周りの神

経を圧迫している可能性が示唆された 7)． 
 
3. 関節腔の角度 
 MCP 関節を伸展すると関節腔の角度は小さく

なり，屈曲すると角度は大きくなる．腫脹のない

関節で角度が低下しており，MCP 関節が伸展し

ていると考えられた．この要因としては，運動によ

ってこわばりが軽減した可能性が考えられた．腫

脹のある関節では角度は増加しており，MCP 関

節が屈曲したと考えられた．炎症の増悪・滑膜の

肥厚やそれに伴う疼痛により MCP 関節を伸展し

にくくなったことが要因として考えられた． 
 
4. 軟骨の厚さ 
 腫脹のない関節軟骨の厚さの低下は屈曲伸展

運動の際に軟骨を圧迫することにより，一時的に

厚さが減少したことが要因として考えられた．腫

脹のある関節の軟骨が測定できなかったが，そ

の理由として，軟骨の減少や肥厚した滑膜の軟

骨への進展などが考えられた． 
 
5. 腱の厚さ 
 腫脹のない関節では腱の厚さが低下していた．

この理由は不明であるが，関節屈伸運動によっ

て腱が伸ばされ，一時的に薄くなったのかもしれ

ない．腫脹のある関節では，屈伸運動によって

関節滑膜だけでなく，腱も炎症が悪化し，厚さが

増加したものと考えた． 
 
6. パワードプラのグレード 
 腫脹のない関節の多くでは血流シグナルは測
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定されず，運動後も変化はないため運動による

活動性への影響はないものと考えられた．腫脹

のある関節でもグレードの変化は見られなかった．

運動前と同程度の活動性を示す血流シグナルを

認めた． 
 パワードプラは少しでも動かすと血流シグナル

が描出しにくくなる．そのため，パワードプラによ

って観察する場合は一定時間の安静が必要で

ある．しかしながら，腫脹のある関節においては

運動直後であるにもかかわらず，運動前と同程

度のシグナルを認めた．つまり，運動により同程

度以上の活動性を認めたことが示唆された． 
 
従来まで，RA のリハビリテーションについては，

活動期には安静を，非活動期には積極的運動

療法が勧められてきた 8)．近年，比較的活動性

が高い症例にも，運動療法の実施が有効である

という報告が散見される 9)10)．また，RA 患者の活

動性を DAS28 などの全般的評価でなく，超音波

検査の利用によって一つ一つの関節を評価する

ことが可能となった． 
今回，腫脹のある関節においては屈伸運動を

することにより，炎症所見がさらに悪化することを

客観的に示すことができた．そのように腫脹のあ

る関節に対しては積極的な運動療法は勧められ

ず，安静，比較的低強度の等尺性運動，物理療

法，保護的な日常生活の指導が勧められる． 
本研究の限界として，対象患者数が少なく，統

計学的な評価を行うことができなかった．今後症

例数を増やして検討することが必要である．そし

て，関節超音波検査は通常安静位に実施する

が，運動直後に行った場合パワードプラシグナ

ルの評価が困難であった．また，軟骨に関しては

軟骨が破壊されており，検出することが困難な症

例があり，データとしては使用することができなか

った．今後は客観的なデータを蓄積することで医

療，リハビリに貢献できると考える． 
 
結論 

 
本研究では RA の動作による超音波所見の変

化を定量的に解析した．関節の腫脹の有無で分

類して変化を見てみると，RA 患者の運動による

関節の変化は腫脹の有無によって異なり，腫脹

のある活動性の高い関節に対する積極的な屈伸

を伴う運動は推奨されないことが示唆された． 
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高齢者サロン参加者のサルコペニアの状況と

身体機能及び生活機能との関連について

村田優衣

はじめに 

令和4年度高齢白書1）によると，わが国の高齢

化率は28.9%であり，第一号被保険者における

要介護認定率は18.7%を占めている2）．そのため，

わが国では介護保険制度の財政面の維持のた

めに介護予防をはじめとした事業を展開し，自立

支援に向けた地域包括ケアシステムの構築を推

進している．

介護予防事業については，平成18年度の介護

保険法の改正から，すべての高齢者を対象とし

た一次予防や生活機能の低下リスクのある高齢

者，いわゆる特定高齢者を対象とした二次予防

として運動教室が始まった．平成27年度の改正

では介護予防・日常生活支援事業となり，年齢

や心身の状況等によって分け隔てることなく，高

齢者の通いの場として高齢者サロンを充実させ，

地域における介護予防の機能強化を図っている
3）． 
 高齢者サロンは「地域を拠点に，住民である当

事者とボランティアとが協働で企画をし，内容を

決め，共に運営していく楽しい仲間づくりの活動」

と定義されている4）．高齢者が容易に通える範囲

で開催されていることから，元気な方から虚弱な

方まで幅広く参加されている．高齢者サロンの効

果検証については，介護予防効果5），外出頻度

の維持6），認知機能低下の予防7），など多彩な内

容から検討されている．しかし，高齢者サロン参

加者の身体機能に着目して検討した研究は少な

い．

加齢に伴う身体機能の変化として，「サルコペ

ニア」が近年，注目されている．サルコペニアは

「高齢期にみられる骨格筋量の減少と筋力もしく

は身体機能（歩行速度など）の低下」と定義され

ている8）．サルコペニアが進行すると，転倒や活

動量低下が引き起こされ，それによりフレイルが

進行し，要介護状態へ至ることが問題視されて

いる．サルコペニアを呈している者は健常者と比

較して，要介護発生リスクが男性で1.6倍，女性

で1.7倍高くなる9）と報告されている．サルコペニ

アは要介護状態に至る要因の一つであると考え

られ，高齢者サロンにおいてもサルコペニアの評

価，状況の把握が必要であると考えられる．

そこで本研究の目的は，高齢者サロン参加者

のサルコペニアの状況を調査し，その判定基準

別の身体機能及び生活機能の特徴を検討する

こととした．

要旨

長崎市内の高齢者サロン参加者85名を対象にサルコペニアの状況を調査し，さらに女性高齢者に

ついてサルコペニア群と非サルコペニア群に分類し，身体機能と問診結果を比較，検討した．全対

象者のサルコペニアの該当者は11名（12.9%）であった．女性高齢者においてサルコペニア群は非

サルコペニア群と比較して平均年齢が高く，BMI，SMI，握力，開眼片脚立位，TUGが有意に低下し

ていた．また，低栄養のリスクに該当する者が多く，基本チェックリストの合計点数も有意に高い点数

となった．女性のみを対象とした場合，低栄養のリスクに有意差がみられ，ロジスティック回帰分析の

結果，サルコペニアには握力とBMI が関連した．高齢者サロンに通う女性高齢者に対して，運動面

のみならず，栄養状態も考慮した指導の必要性が示唆された．
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対象と方法 
 
１．対象 
 長崎市内の高齢者サロン6ヶ所に参加する高

齢者105名を対象に問診と身体機能の評価を実

施した．要介護認定を受けている者，Mini-Cog
が3点未満である者を除外し，またデータに欠損

のあった者を除く85名を今回の対象とした．なお，

高齢者サロンの条件として，週に1回開催してい

ること，運動を中心に実施していることとした．本

研究は，長崎大学大学院医歯薬総合研究科保

健学系倫理委員会で承認を受けて実施した（承

認番号：22080407）． 
 
２．研究方法 
（1）評価項目 
評価する項目は，一般状況（年齢，性別，居

住形態，介護保険制度の利用状況），握力，5回
椅子起立，開眼片脚立位，Timed Up and Go（以
下，TUG），四肢骨格筋量指数（以下，SMI）．基
本チェックリスト，国際標準化身体活動質問票

（以下，IPAQ）とした． 
 握力は握力計にて評価し，両脚を開いた立位

姿勢で体に触れないように肩を軽く外へ開く肢

位とした．左右2回ずつ計測し最大値を採用した． 
 5回椅子起立は，椅子に座り，腕を組んだ状態

から5回反復立ち座り動作の所要時間をストップ

ウォッチで測定した．2回計測し，良い方の値を

採用した． 
 開眼片脚立位は，バランス能力を評価するた

めに用いた．両手を腰にあて，片脚を床から5cm
程度挙げた状態でストップウォッチを用いて計測

した．測定開始後，挙げている足が床に着く，手

が腰から離れる，支持している足が動いた場合

に測定は終了とした．最長60秒とし，2回計測を

行い，良い方の値を採用した．なお，1回目に60
秒に到達した場合，2回目は省略した． 
 TUGは歩行およびバランス能力を評価するた

めに用いた．椅子に座り，腕を組んだ状態から立

ち上がり，3m先の目印点で折り返し，再び椅子

に座るまでの時間をストップウォッチで計測した．

2回計測し，良い方の値を採用した． 
 SMIは，生体電気インピーダンス法による体成

分分析装置（InBody 470）を使用して四肢骨格

筋量を測定し，身長（m）の2乗で除した値を用い

た．  
 生活機能は基本チェックリストを用いて評価し

た．25項目で構成されており，内容は日常生活

関連動作の評価（5項目），運動器の機能評価（5
項目），低栄養状態の評価（2項目），口腔機能

の低下（3項目），閉じこもり評価（2項目），認知

機能評価（3項目），抑うつの評価（5項目）の7領
域からなる．各生活機能の低下の評価は，介護

予防事業における二次予防事業対象者の選定

基準を基にして，生活機能の低下のリスクのある

該当者を求めた．運動器の機能低下は5項目中

3項目以上の該当，低栄養状態は2項目すべて

に該当，口腔機能の低下は3項目中2項目以上

に該当，閉じこもりは2項目のうち１６に該当，認

知機能の低下は3項目中1つ以上に該当する場

合とした．また，フレイルの該当者の判定方法と

して，0-7項目で正常，8項目以上でフレイル該当

者とした． 
 身体活動量を評価するために，国際標準化身

体活動質問票： International Physical Activity 
Questionnaire（IPAQ）を用いた．直近1週間にお

いて歩行や中等度および強い身体活動を何日

行ったか，1日あたりの合計時間を自記式質問紙

によって測定する．IPAQによって得られた各強

度別の運動日数及び時間を用い，総METs
（METs・時/週）を算出し，IPAQ分析ガイドライン
10）に基づいて，身体活動のレベルを高，中，低

の3つに分類した． 
 
（2）サルコペニア判定 
 サルコペニアは，Asian Working for Sarcopenia 
2019（AWGS2019）の診断基準に準じて，非サル

コペニア群，サルコペニア予備群，サルコペニア

群の3群に分類した11）．筋力低下（握力：男性

28kg未満，女性18kg未満）または身体機能低下

（5回椅子起立：12秒以上）でサルコペニア予備

群とした．それに該当し，かつ骨格筋量が低下

（SMI：男性7.0kg/m²未満，女性5.7g/m²未満）し

ている者をサルコペニア群とする．該当しない者

を非サルコペニア群とした． 
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３．統計解析 
サルコペニアの判定結果より，非サルコペニア

群，サルコペニア予備群，サルコペニア群に分

類し，一般状況，基本チェックリストの得点及び

下位項目の該当状況について，カイ二乗検定と

Kruskal-Wallis検定を用いて比較検討した． ま
た，サルコペニアの有無に関連する要因を検討

するためサルコペニアの有無を従属変数，サル

コペニアの判定別比較において有意差がみられ

た評価項目を独立変数としたロジスティック回帰

分析（強制投入法）を用いて分析した．統計解析

には，SPSS statistics version 22（IBM社）を使用

し，有意水準は5%未満とした． 
 
結果 
 
１．高齢者サロン全体の状況（表1） 
（1）対象者の状況 

全対象者85名の内訳は，男性11名（12.9%），

女性74名（87.1%）で平均年齢は79.0±5.5歳で

あった． 
サルコペニア群に該当する者は11名（12.9%），

サルコペニア予備群は5名（5.9%），非サルコペ

ニア群は69名（81.2%）であった．男女別にみると，

男性でサルコペニア群が1名（9.1%），非サルコ

ペニア群が10名（90.9%）であり，サルコペニア予

備群に該当する者はいなかった．女性はサルコ

ペニア群が10名（13.5%），サルコペニア予備群

が5名（6.8%），非サルコペニア群が59名（79.7%）

であった． 
 
（2）身体機能と問診の結果 
身体機能の各評価項目の平均は，BMI23.1±

3.5kg/m²，SMI5.9±0.9 kg/m²，握力23.1±5.8kg，
5回椅子起立6.3±1.7秒，開眼片脚立位28.5±

21.5秒，TUG6.3±1.4秒であった． 

表 1 高齢者サロン参加者全体の特徴 
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 基本チェックリストで評価した生活機能低下の

該当者は，認知機能低下31名（36.5%），口腔機

能の低下16名（18.8%）が多く該当していた．基

本チェックリストの平均合計点数は4.2±3.5点，

フレイルに該当する者が13名（15.3%）であった． 
IPAQ で 評 価し た 活 動レ ベル は 高 15 名

（17.6%），中24名（28.2%），低46名（54.1%）と低

身体活動レベルの者が多かった． 
サルコペニアの判定基準別により3群間で比

較した結果，有意差がみられた項目は，年齢，

BMI，SMI，握力，開眼片脚立位，TUG，うつ傾

向，基本チェックリストの合計点数であった．  
男性の人数が少なく，サルコペニアの状況に偏り

がみられること，サルコペニア予備群に該当する

者が少なかったことから，解析対象は女性のみ

にし，サルコペニア予備群を非サルコペニア群

に含めた2群間にて比較・検討し，サルコペニア

に至る要因分析を行った．なお，統計手法は

Mann-WhitneyのU検定，カイ二乗検定とロジス

ティック回帰分析を用いた． 
 
２．女性におけるサルコペニアの特徴（表2） 
サルコペニア群の平均年齢は82.4±4.9歳で

非サルコペニア群の78.5±5.0歳と比較して有意

に高かった．BMIは19.5±3.6kg/m²，SMIが4.8±

0.6kg/m²であり，非サルコペニア群と比較して有

意に低下していた．身体機能については，握力，

開眼片脚立位，TUGに有意差がみられ，それぞ

れ，15.3±2.4kg，14.1±13.0秒，7.1±1.3秒であ

った．IPAQで評価した活動レベルは非サルコペ

表 2 女性におけるサルコペニアの特徴 
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ニア群，サルコペニア群ともに低身体活動レベ

ルに該当する者が多かった．基本チェックリスト

で評価した生活機能について有意差がみられた

項目は，低栄養のリスクであり，サルコペニア群

の2名（20.0%）が該当していた．基本チェックリス

トの合計点数の平均では，非サルコペニア群が

3.9±0.4点，サルコペニア群が6.8±1.1点と有意

に高かった．フレイルには有意差がみられず，非

サルコペニア群は9名（14.1%），サルコペニア群

は2名（20.0%）であった． 
 
3．サルコペニアに関連する要因（表3） 
 サルコペニアに関連する要因の抽出するため

に，サルコペニアの有無を従属変数，サルコペ

ニアの判定別比較において有意差がみられた評

価項目を独立変数としたロジスティック回帰分析

を用いて分析した． 
 年齢で調整した結果，サルコペニアにはBMI
（オッズ比0.531, 95%CI 0.30-0.95, p=0.034）と握
力（オッズ比0.411, 95%CI 0.20-0.95, p=0.013）が
関連した． 
 

 
考察 

 
 本研究は長崎市内高齢者サロン参加者85名
を対象にサルコペニアの状況を調査した．さらに

女性高齢者についてサルコペニア群と非サルコ

ペニア群に分類し，身体機能と問診結果を比較

し，サルコペニアの出現に関わる要因を検討した． 
 本研究の結果より，高齢者サロン参加者のサル

コペニアの割合は12.9%であった．同年代の地

域在住高齢者を対象とした先行研究では，サル

コペニアの該当率は12.3~17.8%9）,12）,13），諸外国

では22.2~27.6%14）,15）,16）と報告され，先行研究と

同程度の該当率であった． 

 対象者全体の状況については，身体機能の平

均は握力23.1±5.8kg，5回椅子起立6.3±1.7秒，

開眼片＾脚立位28.5±21.5秒，TUG6.3±1.4秒で

あった．令和元年度長崎市介護予防事業評価

報告書17）の生涯元気事業（一般介護予防事業

に該当）に参加した高齢者のデータでは，握力

21.7kg，5回椅子起立6.7秒，開眼片脚立位27.8
秒，TUG6.9秒であり，今回の結果と大きな差は

認められなかった（表4）．角田ら18）は低体力水準

にある高齢者においては，短期間かつ週1回の

運動介入でも運動効果が期待できると報告して

いる．そのため，今回の対象者は週に1回，高齢

者サロンで運動を行うことで，身体機能の維持を

図ることができているのではないかと考えた．生

活機能については，前述の長崎市のデータと比

較して，うつ傾向に該当する者が少なく（本研究

17.6%，長崎市24.7%），低栄養に該当する者が

多かった（本研究4.7%，長崎市0.4%）．岩永19）は，

高齢者サロンはネットワーク強化が期待でき，人

と話す機会の増加や閉じこもり・孤立防止などの

効果があると報告している．また片倉ら20）は，地

域グループ活動の参加でうつ状態が改善し，生

きがいを感じると報告している．このことから，今

回の対象者は，高齢者サロンに通い，地域住民

との関わりが増えたことでうつ傾向に該当する者

が少ないことが考えられた． 
 サルコペニアの判定基準別の3群間で比較し

た結果，有意差がみられた項目は，年齢，BMI，
SMI，握力，開眼片脚立位，TUG，うつ傾向，基

本チェックリストの合計点数であった．TUG，うつ

傾向については有意差がみられたものの，サル

コペニア予備群がサルコペニア群と比較して低

下していた．これは，サルコペニア予備群の対象

者が5名と少なく，また男性が該当しなかったこと

が影響していると考えられる．今回，サルコペニ

アの判定基準別の特徴を見出すことはできなか

った．  
男性の人数が少なく，サルコペニアの状況に

偏りがみられることから，解析対象を女性のみに

し，サルコペニア予備群を非サルコペニア群に

含めた2群間にて比較・検討するとともに，サルコ

ペニアに至る要因分析を行った． 

表 3 ロジスティック回帰分析の結果 
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女性におけるサルコペニア群と非サルコペニ

ア群の各指標を比較した結果，年齢，BMI，低
栄養リスク，握力，開眼片脚立位，TUGに有意差

が認められ，全対象者と異なる点として低栄養の

リスクに有意差がみられた． 
韓国の地域在住高齢者を対象とした研究では，

女性において高齢であること，栄養状態，活動

量低下がサルコペニアに関連することが報告さ

れており21），先行研究を支持する結果となった．

それに加えて，開眼片脚立位，TUGの身体機能

面でも有意差がみられた．筋肉量の低下という器

質的な変化が歩行やバランス能力にも影響を及

ぼしている可能性がある．しかし，サルコペニア

群に該当する者の身体機能は非サルコペニア群

と比較して低下しているものの，開眼片脚立位

14.1±13.0秒，TUG7.1±1.3秒であり，転倒リスク

の参考値である開眼片脚立位 12.7秒 22 ） ，

TUG13.5秒23）に至っていないため，身体機能に

まで影響を及ぼしているかどうかは定かではない． 
さらに女性高齢者においてサルコペニアの関

連要因として，握力とBMIが抽出された．サルコ

ペニアの判定に用いた握力に加えて，低栄養の

指標であるBMIが抽出されたことから，女性高齢

者におけるサルコペニアの予防・改善のために

は十分な栄養を摂取する必要があることが示唆

された．加齢に伴う食欲の減退や摂食嚥下障害

などの要因により低栄養状態に陥りやすい24）とさ

れていることから，高齢者は特に意識して栄養を

摂取する必要があると考えられる． 
今回対象とした高齢者サロンは，運動を中止

に実施されており，その効果から身体機能を維

持できているものと推察する．しかしながら，全対

象者においてサルコペニア予備群およびサルコ

ペニア群で身体機能に有意に低い傾向がみら

れた．さらに女性のみでは身体機能が低値を示

すとともに低栄養のリスクにも関連していた．従っ

て高齢者サロンにおけるサルコペニアの予防・改

善には，継続した運動とともに栄養面の介入をす

る必要があるものと考えられた． 
本研究の限界として，男性，サルコペニア予備

群の人数が少なく，男性におけるサルコペニア

の傾向やサルコペニアに至る変化について見出

すことができなかったこと，疾患の有無や既往に

ついて聴取していなかったため，その影響を除く

ことができていない可能性があること，身体活動

量を図るために用いたIPAQにばらつきが大きく，

活動量による違いを検討することができなかった

こと，横断的研究であるため要因の因果関係の

照明が困難であることなどが挙げられた． 
今後，対象者数を増やすとともに継続した評

価を実施していきたい． 
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頚部屈曲筋力と呼吸筋力および舌圧との関連性

山木惇平

はじめに 

入院患者において，長期臥床によって生じる

末梢骨格筋の筋力低下は，基本動作や歩行を

障害する原因として重要である．このような廃用

性の筋力低下は，四肢のみならず頚部や体幹に

おいても同様に生じるものである．中でも頚部屈

曲筋群の筋力低下は，臥位での頭部挙上が困

難になることで認識されやすい．このような患者

では，起き上がりなどの起居動作や座位保持へ

の影響に加えて，吸気筋力も弱化し，深吸気が

困難となったり，摂食嚥下機能も低下しているこ

とを経験する．

頚部屈曲筋力の低下と，呼吸および摂食嚥下

機能の低下は深く関係しており，同筋群の臨床

的重要性は高く，その筋力の維持や増強は不可

欠であると言える．例えば，臨床現場で多用され

る頭部挙上練習は，頚部屈曲筋群の筋力増強

のみならず，舌骨上筋群といった喉頭挙上に関

与する筋が強化されることで喉頭の前上方運動

を改善して食道入口部の開大を図るもので，そ

の有効性も示されている 1)． 
頚部屈曲筋群は胸鎖乳突筋，頭長筋，頚長

筋，斜角筋群，前頭直筋，外側頭直筋および舌

骨上・下筋群によって構成され 2)，それぞれ左右

一対である．運動学的には，両側の作用によっ

て頚部の屈曲を，片側のみで回旋や側屈の運

動を発現させる 3)．また，これらの筋群は呼吸お

よび摂食嚥下運動の役割も有しており，前者で

は胸鎖乳突筋や斜角筋群が呼吸補助筋として

胸郭の挙上を介して吸気運動に関与し，後者で

は舌骨上筋群を中心に摂食嚥下時の喉頭挙上，

ひいては食道入口部の開大に重要な役割を果

たしている．

頚部屈曲筋力と呼吸および摂食嚥下機能との

関連性については，いくつかの研究報告がある．

佐々木ら 4)は，1 秒率が 50%未満の重症肺気腫

を対象として頚部屈曲筋力を測定し，肺活量，

努力肺活量，1 秒率，最大呼気流速といった呼

吸機能との有意な関連性を認めている．また，同

著者らは若年健常者を対象に，同様の検討を行

い，呼吸機能との有意な関連性を得ている 5)． 
同筋力と摂食嚥下機能との関連について，坂

口ら 6)は高齢の入院患者を対象に，摂食嚥下機

能の指標としてスクリーニング検査である反復唾

液嚥下テストと改訂水飲みテストを用いて両者と

の関連性を検討した．その結果，頚部屈曲筋力

は，いずれの指標とも有意な相関関係があること

を示した．

しかしながら，これらの報告には，いくつかの

要旨

本研究では，頚部屈曲筋力と呼吸筋力および摂食嚥下機能の強さの一指標である舌圧との関連

性について検討した．健常者 40 名を対象に，頚部屈曲筋力，呼吸筋力（吸気，呼気），舌圧（最大，

嚥下時）を測定した．頚部屈曲筋力は膝立て背臥位，頚部 30°屈曲位にて対象者に最大随意収縮

を指示した際の測定値を解析に用いた．結果，頚部屈曲筋力と呼吸筋力および最大舌圧のいずれ

も有意な相関関係を認めた．また，呼吸器力と最大舌圧を従属変数に，年齢，身長，体重，頚部屈

曲筋力を独立変数とした重回帰分析の結果，頚部屈曲筋力の影響度は有意に大きいことが明らか

となった．頚部屈曲筋力の評価は，呼吸や嚥下の筋力の間接的な評価の指標となる可能性が示唆

された．また，同筋力が低下している者においては，呼吸筋力や摂食嚥下機能が低下しているので

はないかと予測でき，それぞれの項目を評価する根拠となると考えた．
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課題や疑問が残されている．まず，頚部屈曲筋

力と呼吸機能との関係については，呼吸筋力と

の関連性は検討されていないために不明である．

先行研究での肺活量といった呼吸機能の指標

は，呼吸運動の強さを直接的に測定したもので

はない．頚部屈曲筋力と呼吸機能の関連性をよ

り明らかにするためには，呼吸補助筋として呼吸

運動に関与する強さ，つまり呼吸筋力を評価す

る必要がある．摂食嚥下機能に関しても同様で，

先述の研究では摂食嚥下機能のスクリーニング

検査との関連性を示しているが，これはあくまで

摂食嚥下機能に問題があるか否かの目安である．

呼吸機能と同様に，その強さを反映する直接的

かつ客観的な指標を用いて頚部屈曲筋力との

関連性を評価することが求められる． 
そこで本研究では，健常者を対象として呼吸

筋力，および摂食嚥下機能の強さの一指標であ

る舌圧 7)を用いて，頚部屈曲筋力との関連性を

明らかにすることを目的とした．加えて，頚部屈

曲筋力を測定することで，呼吸筋力および嚥下

の強さを予測できる可能性があるかも検討した．

これが明らかになることで，頚部屈曲筋力から吸

気および嚥下に関連する筋力を推定するための

応用研究に寄与できるものと期待できる． 
 
対象 

 

本研究の趣旨を理解し，参加への同意が得ら

れた健常者 40 名（男性，女性それぞれ 20 名）を

対象とした．除外基準は頚椎疾患，呼吸器疾患，

循環器疾患の既往，喫煙歴（過去・現喫煙）があ

る者とし，気管支喘息の既往に関しては 1 年以

内に症状のある者とした．対象者には，本研究の

目的および手順，内容，リスクについて口頭およ

び文書で十分に説明し，書面にて同意を得た上

で実施した．なお本研究は，長崎大学大学院医

歯薬学総合研究科保健学系倫理委員会の承認

を得て実施した（許可番号 22031008）． 
 
方法 

 

1. 評価項目 
1) 事前調査 
長崎大学医学部保健学科運動療法技術学実

習室にて，研究説明書を用いて対象者に各評価

の目的，手順，リスク等についてオリエンテーショ

ンを行った．体調に関する問診とバイタルサイン

（体温，血圧，脈拍，酸素飽和度）の確認を行っ

た後，身長，体重，握力を測定した．握力はスメ

ドレー型握力計を使用し，立位にて左右それぞ

れ 2 回ずつ測定した． 
 
2) 頚部屈曲筋力 
佐々木らの報告 5)に従って測定した．測定姿

位は膝立て背臥位で，対象者には頚部 30°屈

曲位にて，検者が加える徒手抵抗に対して頭部

の位置を 3 秒間保持するよう最大随意収縮を指

示した．測定にはアニマ社製ハンドヘルドダイナ

モメーターμ-Tas F1 を使用，対象者の前額部中

央を測定点として 2 回測定し，最大値を解析に

用いた．なお，測定は全て同一の検者が行った．

この方法は同研究にて級内相関係数が 0.977 と

良好な検者内信頼性が示されている 5)． 
 
3) 呼吸機能 
努力性肺活量とピークフローを測定した．スパ

イロメーター（ミナト医科学社製AUTOSPIRO AS-
507）を使用し，対象者には最大吸気位から最大

呼気努力を指示して測定した．2 回測定し，良好

な結果を解析に用いた． 
 
4) 呼吸筋力 
上記のスパイロメーターに呼吸筋力計を接続

し，吸気筋力と呼気筋力を測定した．前者は最

大呼気位から，後者は最大吸気位からそれぞれ

最大吸気または最大呼気努力の際に発生した

口腔内圧の最大値を測定した．機器が判定する

再現性の有無を確認するとともに，それぞれ 2 回

ずつ測定し，良好な結果を解析に用いた． 
 
5) 舌圧 

JMS社製舌圧測定計TPM-02を用い，先行研

究 7)に従って測定した．舌圧プローブを口腔内

に挿入し，硬質リングを前歯で軽く把持した後，

プローブのバルーンを舌尖部で硬口蓋に対して

最大限の力で押し付けるように指示した。その際

に発生した圧を最大舌圧とした．同様に，空嚥下

の際の舌圧を嚥下時舌圧として，それぞれ 2 回
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ずつ測定，良好な結果を解析に用いた． 
 
2. 統計学的解析方法 
評価項目は平均値±標準偏差にて表示した．

頚部屈曲筋力と各評価項目の関連性はピアソン

の積率相関係数を用いて解析した．また，呼吸

筋力と最大舌圧に対する頚部屈曲筋力の影響

の度合いを検討する目的で，吸気筋力，呼気筋

力，最大舌圧をそれぞれ従属変数とし，年齢，身

長，体重，頚部屈曲筋力を独立変数とした重回

帰分析を行った．これらの解析には統計解析ソ

フトウェア JMP® Pro 16（SAS Institute Japan 株式

会社）を用い，有意水準 5%をもって統計学的有

意とした． 
 
結果 

 
1. 対象者背景および評価項目の測定結果 
全対象者 40 名がすべての評価項目を有害事

象なく完遂することができ，解析対象となった．全

対象ならびに，男性と女性それぞれ 20 名ずつの

対象者背景，頚部屈曲筋力，呼吸機能，呼吸筋

力，舌圧の測定結果を表 1 に示す．全対象者の

平均として年齢 21 歳，身長 163.7cm，体重

56.3kg，body mass index は 20.9kg/m2 であった．

頚部屈曲筋力の平均値は全体で 9.2kgf，男性

11.6kgf，女性 6.8kgf であった． 
 
2. 頚部屈曲筋力と呼吸機能，呼吸筋力，舌圧と

の相関関係 
呼吸機能との関係として，頚部屈曲筋力と努

力性肺活量の相関係数は 0.843，ピークフローと

は 0.790 といずれも強い有意な相関関係を認め

た（p<0.0001）．吸気筋力とは相関係数 0.567，呼
気筋力とは 0.697 で，相関関係はいずれも有意

であった（p<0.0001，図 1）．また，頚部屈曲筋力

と舌圧について，嚥下時舌圧は測定結果の標準

偏差が大きかったため（表 1），最大舌圧のみと

の関連性を解析した．その結果，両者の間には

相関係数 0.443 と有意な相関を示した（p=0.0038，
図 2）． 
 
3. 呼吸筋力と最大舌圧に対する頚部屈曲筋力

の影響の大きさ 
表 2 に重回帰分析の結果を示す．いずれも頚

部屈曲筋力のみで有意差を認め，その標準偏

回帰係数は吸気筋力で 0.439，呼気筋力で

0.734，最大舌圧で 0.556 と，それぞれの指標へ

の影響が有意に高かった． 

 
 

表 1 対象者背景および各評価項目の測定結果 
 全体（n=40） 男性（n=20） 女性（n=20） 
年齢，歳 21.1 ± 1.0 20.9 ± 1.2 21.3 ± 0.8 
身長，cm 163.7 ± 7.5 169.5 ± 4.2 157.8 ± 5.1 
体重，kg 56.3 ± 10.1 61.5 ± 7.5 51.1 ± 9.6 
右握力，kg 32.7 ± 9.1 40.3 ± 5.7 25.0 ± 3.9 
左握力，kg 30.4 ± 8.8 37.3 ± 6.1 23.5 ± 4.9 
頚部屈曲筋力，kgf 9.2 ± 3.1 11.6 ± 2.1 6.8 ± 2.0 
努力性肺活量，L 3.86 ± 0.8 4.50 ± 0.4 3.22 ± 0.6 
ピークフロー，L/min 408.9 ± 107.9 494.0 ± 60.4 323.9 ± 71.9 
吸気筋力，cmH2O 75.5 ± 29.2 88.5 ± 31.0 62.4 ± 20.2 
呼気筋力，cmH2O 93.8 ± 37.1 114.0 ± 36.1 73.7 ± 25.3 
最大舌圧，kPa 43.1 ± 9.2 46.2 ± 8.6 40.1 ± 8.9 
嚥下時舌圧，kPa 14.2 ± 7.1 14.6 ± 7.3 13.7 ± 6.9 
平均値±標準偏差 
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図 1 頚部屈曲筋力と呼吸筋力の関係 

 

 

図 2. 頚部屈曲筋力と最大舌圧の関係 
 
 

表 2 呼吸筋力と最大舌圧に対する頚部屈曲筋力の影響の大きさ 
 標準偏回帰係数 95%信頼区間 p 

吸気筋力 0.439 0.659-7.518 0.021 

呼気筋力 0.734 4.662-12.70 <0.0001 

最大舌圧 0.556 0.412-2.858 0.001 

 
考察 

 

本研究では健常者を対象に，頚部屈曲筋力と

呼吸筋力および舌圧との関連性とともに，頚部

屈曲筋力を測定することで，吸気および嚥下に

関連する筋群の筋力を予測できる可能性がある

かを検討した．その結果，頚部屈曲筋力は呼吸

筋力と最大舌圧との間に有意な相関関係がある

ことが明らかとなった． 
今回，頚部屈曲筋力の測定は佐々木ら 5)の方

法に従って実施した．健常者を対象としたこの報

告での同筋力は，男性で 13.4kgf，女性で 6.6kgf
あり，本研究でも概ね同様の結果となった．した

がって，今回の研究で得られた頚部屈曲筋力測

定値は妥当な結果であったものと考える． 
頚部屈曲筋力と呼吸筋力との相関について，

頚部の屈筋群は呼吸筋の役割も兼ねていること，

特に胸鎖乳突筋や斜角筋群は上部胸郭の挙上

に作用し，吸気の呼吸補助筋でもあることから，

その関係性が証明されたものと言える．なお，吸

気筋力よりも，呼気筋力でより高い相関関係がみ

られたことについては予想外の結果であり，今回
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の結果のみではその理由について考察すること

は困難であると考える．ただ，呼気筋群，すなわ

ち強制呼気時に作用する腹筋群の活動が，体

幹の前屈運動に関与することから，同様の運動

方向に作用する両筋群の関連性が示唆された．

また，吸気と呼気は常に相互に影響あるいは依

存していることから，吸気補助筋としての頚部屈

曲筋力が呼吸筋力に間接的に影響した可能性

も推察される． 
次に最大舌圧との関連について，頚部屈曲筋

群のうち，舌骨上筋群は嚥下の際に喉頭を挙上

する重要な役割を有していることから，両者に有

意な相関関係を認めたと考えた．本研究では嚥

下の筋力の指標として舌圧を用いた．青木ら 7)に

よると，舌圧は摂食嚥下における口腔期や咽頭

期に関連して，食塊形成や送り込みの力を反映

すると報告されており，嚥下の強さの指標として

妥当性が示されている．つまり，頚部屈曲筋力は

嚥下の強さと関連性があることが証明されたとい

える． 
 重回帰分析の結果，呼吸筋力と最大舌圧に対

して頚部屈曲筋力の影響の度合いが大きいこと

が示された．つまり筋力に影響する要素である年

齢，身長，体重を考慮しても頚部屈曲筋力の影

響度が大きかったということであり，頚部屈曲筋

力の評価は，呼吸および嚥下に関連する筋群の

筋力を予測できる可能性があるものと考えられた． 
本研究の限界として，今回は20歳代の健常者

を対象とした研究であり，その結果を他の年代や，

臨床現場の患者にそのまま当てはめることは困

難である．また，対象者数が 40 名であり，多変量

解析を行う上での制限となった．この点に関して

は，研究実施期間を考慮して実施可能性を優先

させたことによるものである．今後の展望として，

対象者数を増やし，中高年者も含めた検討が必

要であると考えた．また，頚部屈曲筋力は，呼気

筋力とより高い相関がみられたため，体幹筋など

の他の筋力との関連性についても評価し，さらに

検討する必要がある． 
 今回の結果から，頚部屈曲筋力の評価は，呼

吸筋力や舌圧の間接的な評価の指標になる可

能性が示唆された．呼吸や嚥下の筋力を測定す

ることは，理学療法の対象者の呼吸機能障害や

摂食嚥下機能障害の程度や特徴を把握する上

で不可欠であるが，専用の機器が必要であり，そ

の評価は定着していない現状にある．頚部屈曲

筋力はこれらを代替する指標であると断定できな

いが，同筋力が低下している者においては，呼

吸筋力や摂食嚥下機能も低下しているのではな

いかと予測することができ，両者を評価する必要

性の根拠となることが期待できる 
 
まとめ 

 

本研究では健常者を対象に，頚部屈曲筋力と

呼吸筋力および舌圧との関連性を検討した．そ

の結果，それぞれ有意な相関関係を認め，年齢

や身長，体重の影響を考慮しても頚部屈曲筋力

の影響度が大きいことが明らかとなった．これら

の結果より，頚部屈曲筋力の評価は，呼吸筋力

や舌圧の間接的な評価の指標となる可能性が考

えられた． 
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